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第４章 災害応急対策計画 
 

 災害応急対策計画は、基本法第 50 条第１項の趣旨を達成するため、災害が発生し、また

は発生するおそれがある場合に災害の発生を防ぎょし、または応急的救助を行う等災害の

拡大を防止するための計画を定め、災害対策の実施責任者がその実施を図るものとする。 

 

   第１節 災害通信計画                      

 

 災害予防対策及び災害応急対策等の実施のため、必要な災害情報、被害状況報告等の収

集及び通信等については、この計画の定めるところによる。 

 

１ 平常時の情報交換及び情報伝達体制の整備 

  防災会議構成機関は、災害の予測・予知や災害研究を推進するため、それぞれの機関

が保有する計測・観測データや危険情報などの災害予測に資する情報を相互に交換する

とともに、その情報の活用に向け、通信ネットワークのデジタル化の推進や大容量ネッ

トワークに対応したシステムの構築に努めるものとする。 

  また、町及び防災関係機関は、要配慮者、災害により孤立化する危険のある地域の被

災者、市街地における帰宅困難者等、情報の入手が困難な被災者等に対しても、確実に

情報伝達ができるよう防災行政無線（同報系）整備、有線系及び携帯電話等を含めた多

様な体制整備に努めるものとする。 

 

２ 情報交換及び被害状況の収集、連絡 

  災害情報及び被害状況報告（以下「災害情報等」という。）の収集連絡は、災害の予

防及び応急対策を実施する基本となるものである。 

  町、道及び防災関係機関は、それぞれが有する情報組織、ヘリコプター、衛生通信車、

テレビ会議、通信ネットワーク等を全面的に活用し、迅速、かつ、的確な災害情報等を

収集し、相互に交換するものとする。 

  また、被災地における情報の迅速、かつ正確な収集・連絡を行うためのシステムのＩ

Ｔ化等にも努める。 

 (1) 災害情報等の収集及び連絡 

  ア 町長は、災害が発生し、または発生するおそれがあるときは、速やかに情報を収

集し、所要の応急対策を講ずるとともに、その状況を関係機関の長に連絡するもの

とする。 

  イ 災害情報等の伝達・連絡体制は、第３章第４節第７項「異常現象を発見した者の
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措置等」の連絡体系に準ずるものとする。 

 (2) 北海道への通報 

    町及び防災関係機関は、災害発生後の情報等について次により渡島総合振興局に通 

報する。 

 ・ 災害状況及び応急対策の概要・・・・・災害発生後速やかに 

 ・ 災害対策本部等の設置・・・・・・・・災害対策本部等を設置した時直ちに 

 ・ 被害の概要及び応急復旧の見通し・・・被害の全貌が判明するまで、または応急復 

旧が完了するまで随時 

 ・ 被害の確定報告・・・・・・・・・・・被害状況が確定したとき 

 (3) 北海道への被害状況報告 

  ア 町長は、災害が発生したときは、資料編に示す「火災・災害等即報要領」に基づ

き知事に報告するものとする。ただし、消防庁即報基準に該当する火災・災害のう

ち、一定規模以上のもの（「直接即報基準」に該当する火災・災害等）を覚知した

場合、第１報については、直接消防庁にも報告するものとする。なお、第１報後の

報告についても、引き続き消防庁に報告するものとする。 

    また、通信の途絶により知事に報告することができない場合は、直接、国（消防 

庁）に報告するものとする。 

  ・ 航空機、大型タンカー等、交通機関の火災 

 ・ 危険物（高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物、火薬等）等に係る事故 

 ・ 死者及び負傷者が 15 人以上発生し、または発生するおそれのあるバスの衝突、転覆、 

   転落等による救急・救助事故及びテロ等による救急・救助事故 

 ・ 震度５強以上を記録した地震（被害の有無を問わない。） 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 災害状況報告 

    速報、中間報告、最終報告とする。 

    自らの対応力のみでは、十分な災害対策を講ずることができないような災害が発

生したときは、速やかにその規模を把握するための情報収集に努め、災害の情報が

把握できない状況にあっても、当該情報を迅速に渡島総合振興局長に報告するよう

努める。 

          回線

区分

平日（9:30～17:45）

消防庁応急対策室

休日・夜間（左記以外）

消防庁宿直室

ＮＴＴ回線
03-5253-7527

03-5253-7537(FAX)

03-5253-7777

03-5253-7553(FAX)

消防防災無線
7527

7537

7782

7789(FAX)

地域衛星通信

ネットワーク

048-500-7527

048-500-7537

048-500-7782

048-500-7789
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３ 災害通信計画連絡 

  災害時における情報の収集及び伝達並びに災害応急対策に必要な指揮命令の伝達等を

迅速確実に行うための通信施設、系統及び通信途絶時における措置については、次のと

おりとする。 

 (1) 災害通信の連絡方法 

  ア 災害対策本部に対する連絡方法 

  (ｱ) ＮＴＴ一般加入電話利用 

  (ｲ) 無線通信施設利用（防災行政無線移動局、消防無線移動局） 

  (ｳ) 車両 

  (ｴ) 徒歩 

  イ  災害対策本部から渡島総合振興局に対する連絡 

    北海道防災行政無線またはＮＴＴ一般加入電話利用（携帯電話含む） 

 

４ 公衆電気通信施設 

 (1) 非常電気通信 

  ア 災害優先電話として指定されている「重要電話」（「重要電話」の表示がある。）

を利用して通話する。 

また、㈱ＮＴＴ東日本は、災害の発生等により通信施設に障害が生じたとき、ま

たは通信が著しくふくそうして通話の全部を接続することが困難な場合は、防災関

係の電話及び防災に関連する機関以外の一部若しくは全部の通信を制限することが

できる。 

  イ 無線通信施設の利用 

    公衆電気通信施設が使用不能の場合は、防災行政無線等の通信施設及び北海道地

方非常通信協議会（北海道総合通信局無線通信部私設課内）が定める機関別通信系

統による各無線局等の協力等により通信を行う。 

  ウ 通信途絶時等における措置 

    前記による通信系統で連絡ができないとき、または著しく困難であるときは、臨

機の措置を講ずるものとする。 

 

 《非常・緊急電報の利用方法》  

 
 ① 115番(局番無し)をダイヤルしＮＴＴコミュニティケータを呼び出す。 
 ② ＮＴＴコミュニティケータがでたら 
   ・ 「非常又は緊急扱いの電報の申込み」 
   ・ 予め指定した登録電話番号と通信責任者名等を告げる。 
   ・ 届け先、通信文等を申し出る。 
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５ 通信途絶時等における措置 

(1) 北海道総合通信局の対応 

    北海道総合通信局は、防災関係機関から、３から４までに掲げる各通信系をもって

通信を行うことができない又は著しく困難である旨の連絡を受けたときは、通信の確

保を図るため、速やかに次の措置を講ずるものとする。 

   ア 貸与要請者あて、移動通信機器の貸出 

   イ 無線局の免許等の臨機の措置（無線局の免許等に必要な申請手続き及び当該申請

に係る処分について、口答又は電話等迅速な方法で行い、所定の様式による手続き

は、後刻可及的速やかに遡及処理する措置） 

 (2) 防災関係機関の対応 

    防災関係機関は、(1)の措置を希望する場合は、次に掲げる事項を北海道総合通信

局に連絡するものとする。 

   ア  移動通信機器の借受を希望する場合 

      (ｱ) 借受申請者の氏名又は名称及び住所 

   (ｲ)  借受希望機種及び台数 

   (ｳ)  使用場所 

   (ｴ)  引渡場所及び返納場所 

   (ｵ)  借受希望日及び期間 

  イ   臨機の措置による手続きを希望する場合 

   (ｱ)  早急に免許又は許可等を必要とする理由 

   (ｲ)  (ｱ)に係る申請の内容 

 (3)  連絡先 

    総務省北海道総合通信局防災対策推進室 （直通電話） 011-747-6451  
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   第２節 災害情報等の収集及び伝達計画              

 

 平常時における防災関係機関等の情報交換及び情報伝達体制の整備等については、本計

画に定めるところによる。 

 

１ 通信手段の確保等 

災害の予測・予知や災害研究を推進するため、それぞれの機関が保有する計測・観測

データや危険情報などの災害予測に資する情報を相互に交換するとともに、その情報の

活用に向け、通信ネットワークのデジタル化の推進や大容量ネットワークに対応したシ

ステムの構築に努めるものとする。 

  また、町及び防災関係機関は、要支援者、災害により孤立化する危険のある地域の被

災者、市街地における帰宅困難者等、情報の入手が困難な被災者等に対しても、確実に

情報伝達ができよう防災行政無線（同報系）整備、有線系及び携帯電話等を含めた多様

な体制整備に努めるものとする。 

 

２ 異常現象発見時における措置等 

 (1) 発見者の通報義務 

   災害が発生するおそれがある異常な現象等を発見した者は、遅滞なく、その旨を町

長または警察官若しくは消防職員に通報しなければならない。この場合においては、

何人もこの通報が最も迅速に到達するように協力しなければならない。 

 (2) 警察官等の通報 

   異常現象発見者から通報を受けた警察官または消防職員は、その旨を速やかに町長

に通報しなければならない。 

 (3) 関係機関、住民等に対する通報 

   異常現象等に関する通報を受けた町長は、直ちに函館地方気象台、渡島総合振興局・

北海道及び関係機関に通報するものとする。 

   なお、住民に対する周知は、防災行政無線、広報車等により徹底を図る。 
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災害情報連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

異常現象発見者 

福島消防署 松前警察署 

福 島 町 役 場 総 務 課 （ 防 災 ） 

課 職 員 ま た は 警 備 員 

町長 

副町長 

関係課長等 

総務課長 

広報車 防災行政無線 

函館地方気象台 

渡島総合振興局 北海道 

関係課等職員 

広報車 

一 般 住 民 等 

関係機関 

（防災行政無線、消防吹鳴装置（サイレン等）、電話、口頭等による伝達） 

（
可
能
広
報
車
両
で
広
報
） 

（
可
能
広
報
車
両
で
広
報
） 

「伝達は、迅速かつ的確に実施する。」 
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３ 被害状況等の報告 

  被害状況等の報告は、基本法の規定に基づき、災害が発生してから応急措置が完了す

るまでの総括的な報告とする。ただし、本部が設置されない場合における被害状況の報

告は、本計画に準じて行う。 

 (1) 報告責任者 

   災害情報等の受領周知責任者（総務課長）は、防災関係機関と相互に情報交換を行

い、把握した状況については、速やかに北海道知事（渡島総合振興局）に報告する。 

 (2) 「災害情報等報告取扱要領」 

   町長は、災害が発生し、または発生するおそれがある場合、次に定めるところによ

り災害情報及び被害状況報告（以下「災害情報等」という。）を北海道知事（渡島総

合振興局）に報告する。 

  ア 報告の対象 

    災害情報等の報告の対象は、おおむね次に掲げるものとする。 

  ・ 人的被害、住家被害が発生したもの 

  ・ 災害救助法の適用基準に該当する程度のもの 

  ・ 災害に対し、国及び道の財政援助等を要すると思われるもの 

  ・ 災害が当初軽微であっても、今後拡大し発展するおそれがある場合、または広域 

  的な災害で当町が軽微であっても振興局地域全体から判断して報告を要すると認め 

  られるもの 

  ・ 地震が発生し、震度４以上を記録したもの 

  ・ 災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて、報告を要すると認められる 

   もの 

  ・ その他特に指示があった災害 

  イ 報告の種類及び内容 

  (ｱ) 災害情報 

    災害が発生し、または発生するおそれがある場合は、別表２の「災害情報」の様

式により速やかに報告すること。この場合、災害の経過に応じ把握した事項を速や

かに報告すること。また、人的被害が発生した場合は、別表３の「人的被害の状況

報告書」で報告すること。 

  (ｲ) 被害状況報告 

    被害状況報告は、次の区分により行うものとする。ただし、指定行政機関及び指

定公共関係の維持管理する施設等（住家を除く）については除くものとする。 
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速報 

    被害発生後直ちに別表２の「被害状況報告」の様式により件数のみを報告する 

   こと。 

    中間報告 

    被害状況が判明次第、別表２の様式により報告すること。なお、報告内容により 

    変化を生じたときは、その都度報告すること。 

     ただし、報告の時期等について特に指示があった場合は、その指示に従うものと 

    する。 

    最終報告 

    応急措置が完了した後、15 日以内に別表２の様式により報告すること。 

 

（別表２は、資料編にて掲載） 

    (ｳ) その他の報告 

    災害の報告は、(ｱ)及び(ｲ)によるほか、法令等の定めに従い、それぞれ所要の報

告を行うものとする。 

  ウ 報告の方法 

  (ｱ) 災害情報及び被害状況報告（速報及び中間報告）は、電話または無線等により迅

速に行うものとする。 

    (ｲ) 被害状況報告のうち最終報告は、文書により報告するものとする。 

  エ 被害状況判定基準 

    被害状況の判定基準は、「被害状況判定基準」（資料編参照）のとおりとする。 
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   第３節 動員計画                        

 

 災害応急対策活動要員系統及び人数等は、次のとおりとする。 

 

１ 配備体制 

  災害発生時における応急対策の迅速かつ的確な推進を図るため、非常配備の体制をと

る。 

  配備の種類、配備内容、配備時期等については、本部及び現地本部の非常配備に関す

る基準によるが、災害の規模別動員人数等は、各対策班長が別に定め、平常時から配備

班員に周知徹底する。なお、本部及び現地本部が設置されない場合であっても、非常配

備の体制を必要としたときは、これに準ずる。 

 

２ 動員体制 

  本部長の配備決定に基づき、総務対策班長は次の動員配備伝達系統図により行う。 

 

動員配備伝達系統図 

  ア 平常勤務時の場合（口頭、庁内放送、電話等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 夜間休日の場合（電話、防災行政無線、伝達員等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本 部 長   町 長 

副 本 部 長   副 町 長 

総 務 対 策 班 長 各 班 員 

各 対 策 班 長 各 班 員 

現地本部長 本 部 長 が 

指名する者 

各 対 策 班 長 各 班 員 

（現地災害対策本部設置の場合） 

本 部 長   町 長 

副 本 部 長   副 町 長 

総 務 対 策 班 長 各 班 員 

各 対 策 班 長 各 班 員 

現地本部長 本 部 長 が 

指名する者 

各 対 策 班 長 各 班 員 

（現地災害対策本部設置の場合） 

警 備 員 

指示 
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３ 伝達の方法 

  平常執務時においては口頭、庁内放送、電話等で行い、夜間休日においては、電話、

防災行政無線、伝達員等により行うものとし、その細部にわたる方法及び順序等は各対

策班長が班員と協議し、最も迅速で的確な方法をあらかじめ定めておくこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各対策班長 各班員 
（迅速で的確に） 
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   第４節 災害広報計画                       

 

 災害時において、災害の動向及び予想等を検討し、被害の防止に必要な注意事項等を地

域住民に対し広報活動を行うものとする。 

 

１ 広報資料の収集要領 

  被害情報及び災害情報等の資料収集は、住民組織（各町内会等）及び一般住民その他

関係機関と緊密な連絡により収集に努め、広報資料の収集及び作成にあたるものとする。 

 

２ 災害情報等の発表方法 

 (1) 住民に対する広報 

広報主管 広報責任者 伝達方法 広   報   事   項 

 

 

 

 

 

 

 

総務 

対策班 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務 

対策班長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災行政無線 

消防無線 

広報車 

 

 

 

 

 

 

ア 災害の状況に関すること。 

イ 避難に関すること。 

 (ｱ) 避難の勧告に関すること。 

 (ｲ) 収容施設に関すること。 

ウ 応急対策の状況に関すること。 

 (ｱ) 救護所の開設に関すること。 

 (ｲ) 交通機関、道路の復旧に関すること。 

 (ｳ) 電気、水道の復旧に関すること。 

エ その他住民生活に必要なこと。（二次災害

防止情報を含む。） 

 (ｱ) 給水、給食に関すること。 

 (ｲ) 電気、ガス、水道による二次災害防止に関 

  すること。 

 (ｳ) 防疫に関すること。 

 (ｴ) 臨時災害相談所の開設に関すること。 

 (ｵ) その他必要な情報に関すること。 

  (2) 報道機関に対する発表方法 

広報主管 広報責任者 伝達方法 広   報   事   項 

 
 

総務 

 

対策班 
 
 

 
 

総務 

 

対策班長 
 
 

 

口頭、文書問い 

合わせによる

回答等 

 

 

・災害発生の日時及び種類、発生場所、被害の

状況、応急対策の状況、住民に対する指示事項 

・住民に対する注意及び協力要請事項等 
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 (3) 対策本部員に対する広報 

   総務対策班は、災害状況の推移を対策本部員に周知し、各対策班に対し措置すべき

事項及び伝達事項を連絡するものとする。 

 (4) 関係機関に対する広報 

総務対策班長は、必要に応じて防災関係機関、公共的団体及び重要な施設の管理

者等に対して災害情報を提供するものとする。 

 

３ 被災者相談所の開設 

  被災者を援護するため、災害の状況に応じ「被災者相談所」を設け、担当は町民対策

班がこれにあたり、民生の安定に努める。 

 

４ 災害時における記録写真 

  災害時における記録写真の撮影は、総務対策班及び福島消防署と相互に協力して行う

ものとする。 

  なお、各課等の主管施設等については、努めて該当主管課等において行うものとする。 
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   第５節 応急措置実施計画                     

 

 当町の区域に災害が発生し、または発生するおそれがある場合は、関係法令及び本計画

の定めるところにより町長、消防署長及び防災に関係ある施設の管理者は所要の措置を講

じ、また、町長は必要により国、道及び他の市町村、関係機関等の協力を求め応急措置を

実施する。 

 

１ 実施責任者 

  法令上実施責任者として定められている者は、次のとおりである。 

 (1) 町長、防災会議構成機関、公共的団体及び防災上重要な施設の管理者等 

                           （基本法第 62 条） 

 (2) 知事（基本法第 70 条） 

 (3) 警察官または海上保安官（基本法第 60 条、第 63 条第２項） 

 (4) 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長（基本法第 77 条） 

 (5) 指定公共機関の長及び指定地方公共機関の長（基本法第 80 条） 

 (6) 水防管理者（町長）、消防機関の長（消防長）等（水防法第 17 条及び第 21 条） 

 (7) 消防長または消防署長等（消防法第 29 条等） 

 

２ 町長の実施する応急措置 

 (1) 警戒区域の設定 

   町長は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命

または身体に対する危険を防止するため特に必要があると認めるときは、基本法第 63

条第１項の規定に基づき警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対

して当該区域への立ち入りを制限し、若しくは禁止し、または当該区域からの退去を

命ずることができる。 

 (2) 応急公用負担の実施 

    町長は、当町の区域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合に

おいて、応急措置を実施するための緊急の必要があると認めたときは、基本法第 64 条

第１項の規定に基づき、当町区域内の他人の土地、建物その他の工作物を一時使用し、

または土石、竹林その他物件を使用し、若しくは収用することができる。なお、この

場合においては、基本法施行令第 24 条及び基本法第 82 条の規定に基づき次の措置を

とらなければならない。 

  ア 工作物及び物件の占用等に対する通知 

    町長は、他人の土地、建物その他の工作物を一時使用し、または土石、竹林その

他の物件を使用し、若しくは収用したときは、速やかに、当該土地、建物その他の
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工作物または土石、竹林その他の物件（以下「土地建物等」という。）の占有者、

所有者その他当該土地建物等について権限を有する者（以下「占有者」という。）

に対し、当該土地建物等の名称または種類、形状、数量、所在した場所、当該処分

に係る期間または期日その他必要な事項（以下「名称または種類等」という。）を

通知しなければならない。この場合において、当該土地建物等の占有者等の氏名及

び住所を知ることができないときは、当該土地建物等の名称または種類等を、福島

町公告式条例（昭和 30 年 1 月 25 日条例第１号）（以下「公告式条例」という。）

に定める掲示場に掲示しなければならない。 

  イ 損失補償 

    町は当該処分により通常生ずべき損失を補償しなければならない。 

 (3) 障害物の除去及び保管 

   町長は、当町の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合に

おいて、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、基本法第 64 条第

２項の規定に基づき、現場の災害を受けた工作物等で当該応急措置の実施の支障とな

るものの除去、その他必要な措置をとることができる。この場合において、除去した

当該工作物等を保管しなければならない。 

    なお、保管したときは基本法第 64 条第３項から第６項の規定に基づき、それぞれ次

の措置をとらなければならない。 

  ア 町長は、当該工作物等の占有者、所有者、その他工作物について権限を有するも

のに対し当該工作物等を返還するため、次に掲げる事項及び方法により工事しなけ

ればならない。 

  (ｱ) 工作物等を保管した場合の公示事項 

    a 保管した工作物の名称または種類、形状及び数量 

    b 保管した工作物等の所在した場所及びその工作物等を除去した日時 

    c その工作物等を保管を始めた日時及び保管の場所 

    d その他保管した工作物等を返還するため必要と認められる事項 

  (ｲ) 工作物等を保管した場合の公示の方法 

   公示するにあたっては、次に定める方法によるほか、公告式条例を準用して行う。 

    a 公示は、保管を始めた日から起算して 14 日間、役場の掲示板に掲示する。 

    b 公示の期間が満了しても、なおその工作物等の占有者、所有者、その他工作物等

について権限を有する者の氏名及び住所を知ることができないときは、その公示の

要旨を町の広報紙または新聞紙に掲載すること 

    c 前２号の方法による公示を行うとともに保管工作物等一覧簿を町総務課に備え付

け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させなければならない。 

  イ 町長は、保管した工作物が滅失し、若しくは破損するおそれがあるとき、または
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その保管に不相当な費用若しくは手数を要するときは、次に掲げる手続きにより当

該工作物等を売却し、その売却した代金を保管することができる。 

  (ｱ) 保管した工作物等の売却は、競争入札に付さなければならない。ただし、次の各

号のいずれかに該当するものについては、随意契約により売却することができる。 

    a 速やかに売却しなければ価値が著しく減少するおそれのある工作物 

    b 競争入札に付しても入札者がいない工作物 

    c 前２号に掲げるもののほか、競争入札に付することが適当でないと認められる工

作物等 

  (ｲ) 競争入札のうち一般競争入札に付そうとするときは、その入札期間日の前日から

起算して少なくとも５日前までに工作物等の名称または種類、形状、数量、その他

必要な事項を公示しなければならない。 

  (ｳ) 競争入札のうち指名競争入札に付そうとするときは、なるべく３人以上の入札者

を指定し、かつ、これらの者に工作物等の名称または種類、形状、数量、その他必

要な事項をあらかじめ通知しなければならない。 

  (ｴ) 随意契約によろうとするときは、なるべく２人以上の者から見積書を徴さなけれ

ばならない。 

  ウ 工作物等の保管、売却、公示等に要した費用は、当該工作物等の返還を受けるべ

き占有者等の負担とし、その費用の徴収については、行政代執行法（昭和 23 年法律

第 43 号）第５条及び６条の規定を準用する。 

  (4) 他の市町村長等に対する応援の要求等 

  ア 町長は、当町の地域に係る災害が発生した場合において、応急措置を実施するた

め必要があると認められるときは、基本法第 67 条及び「北海道及び市町村相互の応

援に関する協定」等に基づき、他の市町村等に対し、応援を求めるものとする。 

  (5) 知事に対する応援の要求等 

    町長は、当町の地域に係る災害が発生した場合において、応急措置を実施するた

め必要があると認められるときは、基本法第 68 条及び「北海道及び市町村相互の応

援に関する協定」等に基づき、知事に対し応援を求め、または応急措置の実施を要

請するものとする。 

  (6) 住民等に対する緊急従事者指示等 

  ア 町長は、当町の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合

において、応急措置を実施するため緊急の必要があると認められるときは、当町地

域内の住民、または当該応急措置を実施すべき現場にある者を当該応急措置の業務

に従事させることができる。               （基本法第 65 条） 

  イ 町長及び消防署長は、水防のためやむを得ない理由、または必要があるときは、

当町地域内に居住する者、または水防の現場にある者をして水防に従事させること
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ができる。                        （水防法第 24 条） 

  ウ 消防職員、また消防団員は、人命の救助その他の消防作業に従事させることがで

きる。                       （消防法第 29 条第５項） 

  エ 救急隊員は、緊急の必要があるときは、事故の現場付近にある者に対し、救急業

務に協力することを求めることができる。     （消防法第 35 条の７第１項） 
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   第６節 避難対策計画                       

  

 災害が発生し、または発生するおそれがある場合において、住民の生命及び身体を保護

するため、町長が必要と認める地域住民に対し、安全地域への避難のための立退きを勧告

し、あるいは指示し、若しくは避難場所を開設するための計画は、次に定めるところによ

る。 

 

１ 実施責任者及び措置内容 

 (1) 町長（基本法第 60 条、第 61 条） 

  ア 町長は、災害が発生し、または発生するおそれがある場合、必要と認める地域の

居住者、滞在者、その他の者に対し、避難のための立退きの指示、立退き先の指示

を行うとともに、避難所の開設、避難者の収容等を行い、その旨を速やかに渡島総

合振興局長に報告する。（避難解除の場合も同様とする。） 

    救助法による救助は知事が行い、町長はこれを補助する。ただし、救助法第 30 条

第１項の規定により、必要により委任される救助については町長が行う。 

    また、立退き先指示等ができない場合は、警察官または海上保安官にその指示を

要請するものとする。 

  イ 町長は、警戒巡視等によって得られる情報の収集並びに過去の災害事例等を勘案

した分析を行い、その結果、住民の生命・身体に被害が及ぶおそれがあると判断さ

れる状況に至ったときは、直ちに避難の勧告・指示を行う。 

  ウ 避難の勧告・指示は、災害の状況及び地域の実情に応じ、防災行政無線をはじめ

とした効果的な伝達手段を活用して、対象地域の住民に迅速、かつ、的確に伝達す

る。 

 (2) 水防管理者（水防法第 29 条） 

   洪水または高潮のはん濫により著しい危険が切迫していると認められるときは、必

要と認める区域の居住者に対し、避難のために立退くべきことを指示することができ

る。この場合においては、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知しなければな

らない。 

 (3) 知事またはその命を受けた道の職員 

（基本法第 60 条、第 72 条、水防法第 29 条、地すべり等防止法第 25 条） 

  ア 知事または知事の命を受けた職員は、洪水若しくは高潮のはん濫若しくは地すべ

りにより著しい危険が切迫していると認められるとき、またはその可能性が大きい

と判断されるときは、避難のため立退きが必要であると認められる区域の居住者に

対し立退きの指示をすることができる。 

    また、知事は洪水、高潮、地すべり以外の災害の場合においても、町長が行う避
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難、立退きの指示について必要な指示を行うことができる。救助法が適用された場

合、避難所の開設、避難者の収容等については町長に委任する。 

  イ 知事は、災害発生により町長が避難のための立退きの勧告及び指示に関する措置

ができない場合は町長に代わって実施する。 

  ウ 渡島総合振興局は、町長から避難のための立退き勧告、指示、立退き先の指示及

び避難の開設等について報告を受けた場合は、町長と情報の交換に努めるとともに、

速やかに知事にその内容を報告しなければならない。 

 (4) 松前警察署長または函館海上保安部長 

   松前警察署長または函館海上保安部長は、町長から要請があったとき、または町長

が立退き指示ができないと認めるときは、立退き指示、立退き先指示等を行うものと

し、その場合直ちに町長に通知するものとする。 

   災害による危険が急迫したときは、警察官はその場の危害を避けるため、その場に

いる者を避難させることができる。この場合は所属の公安委員会にその旨報告するも

のとする。 

 (5) 自衛隊 

   災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、災害が発生し、又はまさに発生しようと

している場合において、町長、警察及び函館海上保安部がその場にいないときに限り、

次の措置をとることができる。 

   この場合において、当該措置を行ったときは、直ちにその旨を町長に通知しなけれ

ばならない。 

  ア 住民等の避難等の措置等（警察官職務執行法第４条） 

  イ 他人の土地等への立入（警察官職務執行法第６条第１項） 

  ウ 警戒区域の設定等（基本法第 63 条第３項） 

  エ 他人の土地等の一時使用等及び被災工作物等の除去等（基本法第 64 条第８項） 

  オ 住民等への応急措置業務従事命令（基本法第 65 条第３項） 

   

２ 避難措置における連絡 

  道、町長、松前警察署長及び函館海上保安部長は、法律または防災計画の定めるとこ

ろにより、避難のため立退きを勧告し、または指示した場合は、相互にその旨を連絡す

る。 

 

３ 避難勧告、指示及び避難準備情報の周知 

  避難の勧告、指示または避難準備情報は、第３章第４節２「予報（注意報含む）警報、 

並びに情報等伝達系統図」により、警察、消防等関係機関と緊密な連絡をとりながら周

知する。 
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 (1) 周知すべき勧告、指示及び避難準備情報事項 

  ア 避難の勧告、指示及び避難準備情報の理由及び内容 

  イ 避難場所及び経路 

  ウ 火災、盗難の予防措置等（灯油、ガスの元栓閉鎖、戸締まり等） 

  エ 携行品（食料、懐中電灯、水筒、携帯用ラジオ、着替え、タオル等必要最小限の

もの） 

 (2) 周知の方法 

   次に掲げる事項のうち、災害の状況、地域の実情等を考慮し、２つ以上の方法を併

用して周知する。 

  ア 広報車による伝達 

    広報車（町有車両で放送設備積載のもの）、消防広報車及び消防自動車により伝

達する。 

    また、必要がある場合は警察のパトロールカー等の出動を要請し、伝達する。 

  イ 信号による伝達 

    警鐘、サイレン等を利用する。 

  ウ 防災行政無線施設による伝達 

        役場及び消防署に設置してある防災行政無線施設を利用し、伝達する。 

  エ 緊急情報メール、北海道防災情報システムのメールサービス 

 

４ 避難方法 

 (1) 避難場所等の設置 

   避難のための立退きを勧告、または指示及び立退き先の指示を必要とした場合、当

該地域の避難人口、災害の種別、規模その他の情勢を判断し、あらかじめ定めてある

避難場所等のうち、最も安全で速やかに避難できる避難場所等を指定する。 

   避難場所等は、一時避難場所、広域避難場所及び避難所とし、必要によりこれを開

設するものとする。 

   また、避難開始とともに、総務対策班は各避難場所等に責任者その他の要員を派遣

し、住民組織等の協力を得て誘導、収容等を行い、避難人員及び世帯確認等の業務に

あたるものとする。 

ア 指定緊急避難場所 

災害の危機が切迫した緊急時に置いて町民の安全を確保するため、地域の地

形・地質・施設の災害に対する安全性等を勘案し、必要があると認めるときは、

異常な現象の種類ごとの基準に適合し、災害発生時に迅速に開設することが可能

な管理体制等を有する施設又は場所のうち町長が指定したもの 

イ 指定避難所 
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    家屋が相当の被害を受け、またはライフライン（電気・ガス・水道・電話など）

の切断等により居住できないと判断した場合に、一時的な生活の拠点が確保できる

施設とする。 

  ウ 一時避難場所 

    広域避難場所に避難する前の中継地点であり、状況の変化により住民等が速やか

に移動可能な安全な場所とする。また、ボランティア等の活動拠点ともなる公園、

緑地、学校のグラウンドなどの場所である。 

  エ 広域避難場所 

    災害規模の拡大等により事前避難や避難として利用した一時避難場所に危険が生    

じ、さらに他の安全な避難場所等に移動する場合の集団避難輸送の集合場所とし、

さらには被害が広範囲にわたると予想される地震、津波、大火等に対応しうる避難

場所として利用する場所とする。 

  オ 避難路 

    広域避難場所へ通じる道路等で、避難圏の住民を当該広域避難場所に迅速かつ安

全に避難させるための道路とする。 

  カ 電話による伝達 

        ＮＴＴ回線電話及び携帯電話により、住民組織、防災関係機関等に伝達する。 

  キ 個別訪問による伝達 

    停電時、放送施設の被害や交通遮断等による広報車、消防自動車の運行が不可能

な場合は消防団、または伝達班を編制し、個別訪問による伝達をする。 

  ク ラジオ、テレビ放送による伝達 

    各報道機関の協力を得て、ラジオ、テレビ放送を利用できる場合は、これにより

伝達をする。 

 (2) 避難場所等の収容人員及び施設の状況 

   指定する避難場所等は、第３章第 13 節避難体制整備計画、資料編の「避難場所等一

覧」のとおりであり、原則として最寄の安全な施設に収容することとするが、災害の

種別、規模等により随時、災害対策本部より指示するものとする。 

(3) 寝たきり老人、介護を要する者等にあっては、必要に応じ、福祉施設や医療機関等

の協力を求めて行うこととする。また、職員、消防職員・団員、警察官など避難誘導

にあたる者の安全確保に努めるものとする。 

 (4) 避難誘導 

   住民の避難誘導は、町長が指定した町職員が誘導員としてこれを行い、状況により

消防職員・消防団員・警察官の協力を得る。 

   誘導にあたっては、あらかじめ把握している高齢者・乳幼児・障害者等の避難行動

要支援者を優先し、町内会等の協力を得ることとする。 
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 (5) 移送の方法 

   避難は各個に行うことを原則とするが、避難者が自力で避難、立退きすることが不

可能な場合は、車両による輸送を行うものとする。 

   また、町は、被災地が広域で大規模な避難、立退移送を要し、町において措置でき

ないときは、道に対し応援を要請するものとする。 

 

５ 避難路及び避難場所の安全確保 

  住民等の避難に当たっては、町職員、警察官、その他避難措置の実施者は、避難路、

避難場所の安全確保のため支障となるものの排除を行うものとする。 

 

６ 避難所の開設 

  町長は、発災時に必要に応じ、洪水、高潮、土砂災害等の危険性を十分配慮して避難

場所を開設するとともに、住民等に対し周知徹底を図るものとする。 

  また、必要があれば、あらかじめ指定された施設以外の施設についても、管理者の同

意を得て避難所として開設する。 

  さらに、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等要配慮者に配慮して、被災地以外の地域

にあるものを含め、旅館等を避難所として借り上げる等、多様な避難場所の確保に努め

るものとする。 

 

７ 避難所の運営 

  避難所の運営は、関係機関の協力のもと町が適切に行うものとする。 

 (1) 町は、避難者の状況を早期に把握し、避難所における生活環境に注意を払うととも

に、避難の長期化等必要に応じてプライバシーの確保、男女のニーズの違い等男女双

方の視点等に配慮する。 

 (2) 知事及び町長は、避難者の健全な住生活の早期確保のために、応急仮設住宅の迅速

な提供、公営住宅や空家等利用可能な既存住宅のあっせん等により、避難場所の早期

解消に努めることを基本とする。 

 (3) 町長は、必要に応じ避難所の運営に関して自主防災組織及びボランティア団体等の

協力を得るものとする。 

 

８ 避難所の運営管理 

 (1) 避難所の施設管理者は、本部長あるいはその命を受けた者の指示に従い、速やかに

施設を避難所に供するよう措置するものとする。 

 (2) 運営管理者は町長が指定する職員及び管理者との連絡並びに避難者の収容等にあた

るとともに、関係機関と緊密な連絡を保ちその運営にあたるものとする。 
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 (3) 町は、各避難所の適切な運営管理を行うものとする。この際、避難者、住民、自主

防災組織等の協力が得られるように努めるとともに、必要に応じ、他の市町村やボラ

ンティア団体等に対して協力を求めるものとする。 

 (4) 町は避難所ごとにそこに収容されている避難者に係る情報の早期把握及び避難所で

生活せず食事のみ受け取りに来ている被災者等に係る情報把握に努め、国等への報告

を行うものとする。 

(5) 町は、避難所における生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよう努めるも

のとする。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対

策を講じるものとする。その際、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確保のため、

道や関係機関と連携して、段ボールベッドの早期導入を図るものとする。 

   また、必要に応じ、避難所における家庭動物のためのスペース確保に努めるものと

する。 

 (6) 町は、避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い

等男女双方の視点等に配慮するものとする。 

(7) 道及び町は、災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難の長期化等にかんがみ、

必要に応じて旅館やホテル等への移動を避難者に促すものとする。  

 (8) 道及び町は、災害の規模等にかんがみて必要に応じて、避難者の健全な住生活の早

期確保のために、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅、民間賃貸住宅及び空家等利

用可能な既存住宅のあっせん及び活用等により、避難所の早期解消に努めることを基

本とする。 
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９ 避難の勧告、指示区分の基準 

 (1) 避難勧告等の種別 

警戒レベル 住民がとるべき行動 
住民に行動を促す情報 

避難情報等 

警戒レベル５ 既に災害が発生している状況であり、命を守るた

めに最善の行動をとる。 

災害発生情報※1 

警戒レベル４ ・指定緊急避難場所等への立退き避難を基本とす

る避難行動をとる。 

・災害が発生するおそれが極めて高い状況等にな

っており、緊急に避難する。 

・避難勧告 

・避難指示（緊急）※2 

警戒レベル３ 高齢者等は立退き避難する。 

その他の者は立退き避難の準備をし、自発的に避

難する。 

避難準備・高齢者等避難開始 

警戒レベル２ 避難に備え自ら避難行動を確認する。 洪水注意報 

大雨注意報 

警戒レベル１ 災害への心構えを高める。 警報級の可能性 

※令和元年出水期から「早期注意情

報」と名称変更 

※1 可能な範囲で発令 

※2 緊急的又は重ねて避難を促す場合に発令 

 

 (2) 避難の基準 

    次の災害については、前項の発令基準に加えて、具体的判断基準として「避難勧

告等の判断マニュアル」を整備し、基準に該当した場合は、すみやかに避難勧告を

行うものとする。 

    (ｱ)土砂災害 

    (ｲ)津波災害 

    (ｳ)浸水害  

    (ｴ)高潮災害 

(3) 避難の種類 

  ア 事前避難 

        災害の種類、特性により過去の発生例、地形、気象条件などから判断し、災害が

発生するおそれがある場合（特に津波警報等が発表された場合等）に、危険地域の

住民に対し事態の周知徹底を図るとともに、避難の準備または開始を勧告する。ま

た、津波警報等の情報が入手できない場合も、覚知した震度に応じ避難勧告を行う
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ものとする。 

  イ 緊急避難 

        災害が現に発生し、地域住民の生命に著しく危険が迫っていると判断される場合

は、災害発生地域の住民に対し、ただちに避難の勧告または指示を行う。 

 

10 町長の消防長に対する権限の委任 

  町長は、消防長に対し、「予報（注意報を含む）、警報、並びに情報等の発令中若し

くは災害が発生し、または発生が予想される」場合において、危険と認められるものに

対する事前措置及び応急措置並びに避難立退きについての指示、または勧告の権限を委

任するものとする。ただし消防長は、緊急やむを得ない場合を除くほかは事前に町長の

指示を仰ぎ、事後の経過措置については、直ちに町長に報告するものとする。 

 

11 関係機関への報告 

 (1) 避難勧告、指示発令の報告 

   町長は、避難のための立退きを勧告し、若しくは指示し、または立退き先を指示し

たときは、次の事項を速やかに渡島総合振興局長に報告する。町長以外の実施責任者

が、勧告または指示を行った旨の通知を受けたときも同様とする。 

   なお、発令を解除したときは、直ちにその旨を発表するとともに、渡島総合振興局

長に報告する。 

  ア 避難の勧告または指示及び避難準備情報の発令者 

  イ 発令の日時及び理由 

  ウ 周知方法      

  エ 避難の対象区域 

  オ 避難方法及び避難先 

 (2) 避難所開設・廃止の報告 

   町長は避難所を開設したときは、次の事項を渡島総合振興局長に報告する。また、

廃止したときもその旨を報告する。 

  ア 避難所の開設の日時、場所及び施設名 

  イ 収容状況及び人員及び開設期間の見込み 

 

12 警戒区域の設定 

(1) 設定の基準（基本法第 63 条） 

ア 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命または

身体に対する危険を防止するため特に必要があると認めるときは、警戒区域を設定す

ることができる。                  
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イ 警察官は、町長（権限の委任を受けた市町村の職員を含む。）が現場にいないとき、

または町長から要請があったときは警戒区域を設定することができる。 

  この場合、警察官は、直ちに警戒区域を設定した旨を町長へ通知することとする。 

ウ 災害派遣を命ぜられた自衛官は、町長その他その職権を行うことができる者がそ

の場にいない場合に限り、警戒区域を設定することができる。この場合、自衛官は

直ちに警戒区域を設定した旨を町長へ通知することとする。 

 (2) 規制の内容及び実施方法 

  ア 町長等は、警戒区域を設定したときは、退去または立入禁止の措置を講ずること

とする。 

  イ 町長等は、住民等の退去の確認を行うとともに、可能な限り防犯・防火のための

パトロールを実施することとする。 

 (3) 知事による代行（基本法第 73 条） 

   知事は、災害が発生した場合、当該災害により町がその全部または大部分の事務を

行うことができなくなったときは、町長に代わって警戒区域を設定することができる。 

 

13 広域一時滞在 

 (1) 道内の市町村への一時的な滞在 

  ア 町長は、災害発生により、被災住民について、道内の他の市町村における一時的

な滞在（以下「道内広域一時滞在」という。）の必要があると認める場合、道内の他

の市町村長に被災住民の受入れについて協議を行うものとする。 

イ 町長は、道内広域一時滞在の協議をしようとするときは、あらかじめ知事に報告

する。ただし、あらかじめ報告することが困難なときは協議開始後、速やかに報告

するものとする。 

ウ 町長は、協議先市町村長より受入決定の通知を受けたときはその内容を公示し、

及び被災住民への支援に関係する機関等に通知するとともに知事に報告する。 

  エ 町長は、道内広域一時滞在の必要がなくなったと認めるときは、速やかにその旨

を受入先市町村長に通知する。併せてその内容を公示し、及び被災住民への支援に

関係する機関等に通知するとともに知事に報告する。 

  オ 知事は、災害の発生により町が必要な事務を行えなくなった場合、被災住民につ

いて道内広域一時滞在の必要があると認めるときは、町長の実施すべき措置を代わ

って実施する。 

 また、町が必要な事務を遂行できる状況になったと認めるときは、速やかに町長

に事務の引き継ぎを行うものとする。なお、上記の事務の代行を開始し、又は終了

したときは、その旨を公示するとともに、代行を終了したときは代行した事務の措

置について町長に通知する。 
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 (2) 道内の市町村住民の一時的な滞在 

 ア 町長は、協議先道内市町村長または知事より、道内広域一時滞在の協議を受けた

場合、被災住民を受け入れないことについて正当な理由がある場合を除き、公共施

設等を提供し、被災住民を受け入れるものとし、受け入れを決定したときは、速や

かに協議元市町村長に通知するとともに、直ちに被災住民への支援に関係する機関

等に通知する。 

  イ 町長は、協議先市町村長又は知事より、道内広域一時滞在の協議を受けた場合、

被災住民を受け入れないことについて正当な理由がある場合を除き、公共施設等を

利用し、被災住民を受け入れるものとし、受入決定をしたときは、速やかに、協議

元市町村長に通知するとともに、直ちに被災住民への支援に関係する機関等に通知

する。 

 なお、町長は必要に応じて、知事に助言を求めるものとする。 

ウ 町長は、協議元市町村長より道内広域一時滞在の必要がなくなった旨の通知をう

けたときは、速やかにその旨を被災住民への支援に関係する機関等に通知する。 

 (3) 広域一時滞在避難者への対応 

   町は、広域一時滞在により居住地以外の市町村に避難した被災住民に必要な情報や

物資等を確実に送り届けられるよう、被災住民の所在地等の情報を共有するなど、被

災元と避難先の市町村における連携に配慮する。 
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   第７節 救助救出計画                       

 

 災害によって、生命、身体の危険な状態になった者の救助救出に関する計画は、次のと

おりである。 

 なお、町をはじめとする救助機関は、迅速な活動を実施するとともに、活動に当たって

は各関係相互の情報交換、担当区域の割り振りなど円滑な連携のもとに実施する。 

 また、被災地の地元住民や自主防災組織等は、可能な限り救助活動に参加し、被災者の

救出に努める。 

 

１ 実施責任 

  町（災害救助法が適用された場合を含む。）及び福島消防署は、災害により生命、身

体が危険な状態となった者をあらゆる手段を講じて早急に救助救出し、負傷者について

は速やかに医療機関または救護所に収容する。 

  また、町のみでは救助力が不足すると判断した場合は、隣接市町村、道等に応援を要

請する。 

 

２ 救助救出活動 

  町、福島消防署及び北海道警察は、職員の安全確保を図りつつ緊密な連携のもとに被

災地域を巡回し、救助救出を要する者を発見した場合は、資機材を有効活用するととも

に、救助関係機関及び住民の協力を得て、被災者の救助救出活動を行う。 

特に、発災当初の７２時間は、救命・救助活動において極めて重要な時間帯であるこ

とを踏まえ、人命救助及びこのために必要な活動に人的・物的資源を優先的に配分する

ものとする。 
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   第８節 災害警備計画                       

 

 災害時における北海道警察の諸活動は、北海道地域防災計画の定めるところによるほか、

次に定めるところによる。 

 

１ 警察の任務          

  警察は、関係機関と緊密な連携のもとに災害警備諸対策を推進するほか、風水害等各

種災害が発生し、または発生するおそれがある場合は、早期に警備体制を確立して、災

害情報の収集及び住民の生命、身体及び財産を保護し、被災地域における社会秩序の維

持にあたることを任務とする。 

 

２ 災害警備体制の確立 

  風水害等の各種災害が発生した場合は、その災害の規模、様態に応じて、北海道警察

の定めるところにより災害警備本部等を設置するものとする。 

 

３ 応急対策の実施    

 (1) 災害情報の収集      

   体制を速やかに確立し、災害警備活動に必要な情報収集活動を徹底する。 

 (2) 避難の指示等         

  ア 基本法の規定に基づき、避難の指示、または勧告を行うとともに、本章第６節「避 

   難対策計画」に定める避難先を示すものとする。 

  イ 住民の避難にあたっては、町及び消防機関等と協力し、安全な経路を選定して誘

導するとともに、被災後の無人化した住宅街、商店街等におけるパトロールを行い、

犯罪の予防及び取締等にあたるものとする。 

 (3) 広報                             

   風水害各種災害が発生し、または発生のおそれがある場合は、関係機関と緊密な連

携を図るとともに、災害の種別、規模及び様態に応じ、住民の避難、犯罪の予防、交

通規制等の措置について迅速な広報に努めるものとする。 

 (4) 救助に関する事項  

   防災関係機関と協力して、被災者の救出、救助活動を実施するとともに死体見分等

にあたるものとする。 

 

函館方面松前警察署  松前郡松前町字福山１６４番地     ℡４２－３１１０ 

     福島交番   松前郡福島町字三岳３９番地５     ℡４７－２０４２ 

     吉岡駐在所  松前郡福島町字吉野５１９番地８    ℡４８－５００７ 
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   第９節 交通応急対策計画                     

 

 災害時における消防、避難、救助、救護等の応急対策活動を迅速に実施するために必要

な道路交通の確保に関する計画は、次に定めるところによる。 

 

１ 交通応急対策の実施 

  交通応急対策の実施機関及びその対策の内容等は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施機関 応急対策の内容等 根拠法令

北海道公安委

員会

(1) 　災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合に

　　おいて、災害応急対策が的確、かつ、円滑に行われるよう

　　にするため、緊急の必要があると認めるときは、道路の区

　　間（災害が発生しようとしている場所及びこれらの周辺の

　　地域にあっては、区域又は道路の区間）を指定して、緊急

　　通行車両以外の車両の道路における通行を禁止し、又は制

　　限することができる。

(2) 　道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を

　　図り、又は交通公害その他の道路の交通に起因する傷害を

　　防止する必要があると認めるときは、交通整理、歩行者又

　　は車両等の通行の禁止、その他の道路における交通の規制

　　をすることができる。　　

基本法第76条

道路交通法第４条

警察署長 (1) 　公安委員会は、歩行者、又は車両等の通行の禁止、その

　　他交通規制のうち、適用期間の短いものを警察署長に行わ

　　せることができる。

道路交通法第５条

警察官 (1) 　通行禁止区域等において、車両その他の物件が緊急通行

　　車両の通行の妨害となることにより、災害救助対策の実施

　　に著しい支障が生じるおそれがあると認めるときは、当該

　　車両その他の物件の移動、その他必要な措置を命ずること

　　ができる。又、命ぜられたものが、当該措置をとらないと

　　き、又は命令の相手方が現場にいないときは、自ら当該措

　　置をとることができる。

(2) 　道路の損壊、火災の発生その他の事情により、道路にお

　　いて交通の危険が生じるおそれがある場合において、当該

　　道路における危険を防止するため、緊急の必要があると認

　　めるときは、必要な限度において、当該道路につき、一時

　　歩行者又は車両等の通行を禁止し、又は制限することがで

　　きる。

基本法第76条の３第

１項及び第２項

道路交通法第６条第

４項

災害派遣を命

ぜられた部隊

等の自衛官

(1) 　警察官がその場にいない場合に限り、災害派遣を命ぜら

　　れた部隊等の自衛官が、警察官と同様の応急対策を実施す

　　ることができる。

基本法第76条の３第

３項

消防職員 (1) 　警察官がその場にいない場合に限り、消防職員が警察官

　　と同様の応急対策を実施することができる。

基本法第76条の３第

４項

道路管理者

開発局

北海道

松前町

(1) 　道路の破損、決壊その他の事由により、交通が危険であ

　　ると認められる場合、道路の構造を保全し、又は交通の危

　　険を防止するため、区間を定めて、道路の通行を禁止し、

　　又は制限することができる。

道路法第46条第１項

第一管区

海上保安本部

(1) 　海上における船舶交通の安全を確保するため、必要に応

　　じ海上交通の規制等を行うことができる。

海上保安庁法第18条

第１項各号

道路管理者 

開発局 

北海道 

福島町 

函館海上 

保安部 
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２ 道路の交通規制 

  災害が発生した場合、町長、道路管理者及び北海道公安委員会は、相互に緊密な連携

を図るとともに、関係機関の協力を得て、被災地内の道路及び交通の実態を把握のうえ

必要な措置をとる。 

 (1) 道路交通網の把握 

  ア 損壊し、または通行不能となった道路及び区間 

  イ 迂回路を設定し得る場合は、その路線名、分岐点及び合流点 

  ウ 緊急に通行の禁止、または制限を実施する必要の有無 

 (2) 交通規制の実施 

   町長、道路管理者及び北海道公安委員会は、次の方法により交通規制を実施するも

のとする。 

  ア 交通規制を実施するときは、道路標識等を設置する。 

  イ 緊急を要し、道路標識等を設置するいとまがないとき、または道路標識を設置し

て行うことが困難なときは、現場警察官の指示によりこれを行う。 

 (3) 関係機関との連携 

   道路管理者及び北海道公安委員会が交通規制により通行の禁止・制限を行った場合、

町長は関係機関に連絡するとともに、あらゆる広報媒体を通じて周知徹底を図る。 

 

３ 緊急輸送のための交通規制 

  災害が発生し、応急対策に従事する者、または応急対策に必要な物資の緊急輸送、そ

の他応急措置を実施するための緊急輸送を確保する必要があると認めるときは、区域ま

たは道路の区間を指定し、緊急通行車両以外の車両の通行を禁止し、または制限する。 

 (1) 通知 

   北海道公安委員会は、緊急輸送のための交通規制をしようとするときは、あらかじ

め、当該道路の管理者に対し、禁止または制限の対象、区域、区間、期間及び理由を

通知する。 

     なお、緊急を要し、あらかじめ通知できない場合は、事後、直ちに通知する。 

 (2) 緊急通行車両の確認手続 

   渡島総合振興局長、または北海道公安委員会は、総合振興局、または警察署及び交

通検問所において、車両の使用者等の申し出により当該車両が、応急対策に必要な物

資の輸送等の緊急通行車両であることの確認を行う。 

   確認したものについては、各車両ごとに「標章」及び「緊急通行車両確認証明書」

を交付し、当該車両の前面に標章を掲示させる。 

   なお、緊急通行車両は、応急対策として概ね次に掲げる事項のために使用するもの

とする。 
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  ア 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告、または指示に関する事項 

  イ 消防、水防その他の応急措置に関する事項 

  ウ 被災者の救難、救助その他保護に関する事項 

  エ 被災した児童及び生徒の応急の教育に関する事項 

  オ 施設及び設備の応急復旧に関する事項 

  カ 清掃、防疫その他の保健衛生に関する事項 

  キ 犯罪の予防、交通規制その他被災地における社会秩序の維持に関する事項 

  ク 緊急輸送の確保に関する事項 

  ケ その他災害の発生の防ぎょ、または拡大の防止のための措置に関する事項 

 (3) 通行禁止または制限から除外する車両 

   北海道公安委員会は、業務の性質上、町民の日常生活に欠くことのできない車両等、  

公益上または社会生活上通行させることがやむを得ないと認める車両については、緊

急通行車両の通行に支障を及ぼさない限り、規制対象外車両として通行を認める。 

  ア 確認手続 

・ 北海道公安委員会（松前警察署長）は、車両の使用者等の申出により当該車両が、 

  規制対象除外車両であることの確認を行うものとする。 

・ 規制対象除外車両の確認は、警察本部、方面本部、警察署及び交通検問所で行う。 

・ 規制対象除外車両であると確認したものについては、各車両毎に「規制対象除外 

 車両通行証明書」、「標章」を交付し、当該車両の前面に標章を掲示させる。 

  イ 規制対象除外車両等 

・ 傷病者の救護または医師の緊急患者の診断、治療のため現に使用中の車両 

・ 報道機関の緊急取材のために使用中の車両 

・ 都道府県公安委員会または知事の標章及び証明書の交付を受け、緊急輸送のため 

  現に使用中の車両 

・ 次に掲げる車両のうち規制対象除外車両として、標章の交付を受け、かつ、当該 

  目的のため使用中のものであること。 

(1) 道路維持作業用自動車 

(2) 通学通園バス 

(3) 郵便物の収集または配達のため使用する車両 

(4) 電報の配達のため使用する車両 

(5) 廃棄物の収集に使用する車両 

(6) 感染症患者の収容または予防のため使用する車両 

(7) その他公益上または社会生活上、特に通行させる必要があると認められる車両 

  

(4) 事前届出制度の普及等 
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   道、町及び地方行政機関は、発災後、当該車両に対して緊急通行車両標章が円滑に

交付されるよう、輸送協定を締結した民間事業者等に対し、緊急通行車両標章交付の

ための事前届出制度の周知を行うとともに、自らも事前届出を積極的にするなど、そ

の普及を図るものとする。 

 

４ 海上交通安全の確保 

  函館海上保安部は、海上交通の安全を確保するため、次に掲げる措置を講ずるものと

する。 

 (1) 船舶交通の輻輳が予想される海域においては、必要に応じて船舶交通の整理指導を

行う。 

 (2) 海難の発生、その他の事情により、船舶交通の危険が生じ、または生じるおそれが

あるときは、必要に応じて船舶交通を制限し、または禁止する。 

 (3) 海難船舶または漂流物、沈没物その他の物件により船舶交通の危険が生じ、または

生ずるおそれがあるときは、速やかに必要な応急措置を講ずるとともに、船舶所有者

等に対し、これらの除去その他船舶交通の危険を防止するための措置を講ずるべきこ

とを命じ、または勧告する。 

 (4) 水路の水深に異状を生じたと認められるときは、必要に応じて検測を行うとともに、  

応急標識を設置する等により水路の安全を確保する。 

 (5) 航路標識が破損し、または流出したときは、速やかに復旧に努めるほか、必要に応

じて応急標識の設置に努める。 

 

５ 緊急輸送道路ネットワーク計画 

  緊急輸送道路は、地震直後から発生する緊急輸送を円滑かつ確実に実施するために必要な道

路であり、耐震性を有し、地震時にネットワークとして機能することが重要である。  

このため、北海道開発局、北海道、東日本高速道路㈱北海道支社等の道路管理者と北海道警  

察等の防災関係機関からなる北海道緊急輸送道路ネットワーク計画等策定協議会では、緊急輸  

送を確保するため必要な「緊急輸送道路」を定め、緊急輸送道路のネットワーク化を図る北海  

道緊急輸送道路ネットワーク計画を策定している。  

各道路管理者は、この計画に基づき緊急輸送道路の整備を計画的に推進することとしてい

る。 

北海道緊急輸送道路ネットワーク計画の概要は、次のとおりである。 

(1)  対象地域 

   道内全域 

 

 (2) 対象道路 
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   既設道路及びおおむね令和元年度までに供用予定の道路を基本としながら、必要に

応じて緊急河川敷道路、臨港道路等を含めている。 

 

６ 緊急輸送道路の区分及び道路延長 

 道では、災害時に輸送路を確定するため、第１次緊急輸送道路、第２次緊急輸送道路

を指定している。当町においては、次の緊急輸送道路に指定されているため、優先的に

早期復旧が図られることとなる。 

 (1) 第１次緊急輸送道路 

（広域的な輸送に必要な主要幹線道路、特に重要な地震時に通行を確保すべき道路） 

   ・国道 228 号線（町内全区間） 

   ・町道福島月崎幹線（L=0.2km） 

 (2) 第２次緊急輸送路 

（市町村役場等の主要な拠点と接続する幹線道路、地震時に通行を確保すべき道路） 

   ・道道岩部渡島福島停車場線（全区間） 

   ・道道渡島吉岡停車場線（全区間） 

   ・町道公営住宅線（L=1.2km） 

   ・町道館古団地１号線（L=0.1km） 
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   第 10 節 輸送計画                        

 

  災害時において、災害応急対策、復旧対策等の万全を期するため住民の避難、災害応急

対策員の移送及び救援、救護のための資材物資の輸送を迅速かつ確実に行うため輸送の方

法及び範囲は、本計画の定めるところによる。  

 

１ 実施責任者 

  災害応急対策のための輸送は、町長が実施するものとする。また、町長は、必要と認

める場合は知事（渡島総合振興局長）へ自衛隊等の派遣、出動を要求する。 

 

２ 輸送の対象 

 (1) 避難のための住民の輸送 

 (2) 医療及び助産で緊急を要する者の輸送 

 (3) 応急対策のために必要な人員、機材等の輸送 

 (4) 運搬給水による飲料水確保のための輸送 

 (5) 生活必需物資の確保のための輸送 

 (6) その他災害対策本部が行う輸送 

 

３ 緊急輸送車両の申請 

   災害時において公安委員会等が車両の通行禁止、または制限をした場合は、町長は松

前警察署長に対し当該車両が緊急輸送車両であることの標章及び証明書の交付を申請す

るものとする。 

 

４ 道路輸送 

  原則として町有車両を使用するが、災害の規模に応じ、自衛隊や民間輸送業者の協力

を得て輸送を行う。 

 

５ 海上輸送 

  陸上輸送に不可能な事態が生じたときは、福島吉岡漁業協同組合等の協力並びに漁船

の借上げをするほか、災害の規模に応じ、函館海上保安部、自衛隊等の協力を得て輸送

を行う。 

  なお、海上輸送の拠点港は、福島漁港とする。 

 

６ 鉄道輸送 

  北海道旅客鉄道株式会社の協力を得て、鉄道輸送を行う。 
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７ 費用及び期間 

  災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）の定めに準じて行うものとする。 
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   第 11 節 水防計画                                                    

 

 本計画は、河川の洪水その他による水災時において、これを警戒し、防ぎょし、その被

害を軽減するための組織及び活動要領等を、次のとおり定めるものである。 

 

１ 水防組織 

  水防組織は、第２章第２節「災害対策本部」に定めるものをこれに充てることとする。 

  消防機関の組織は、第３章第１１節に定める事務機構のとおりとし、消防団が水防団

を兼ねるものとする。また、消防施設等については、資料編「消防施設及び消防体制」

のとおりとする。 

 

２ 重要水防区域 

  当町の区域内の河川等で水防上特に重要な警戒防ぎょ区域は、第３章第３節「重要警

戒区域及び整備計画」のとおりとする。 

 

３ 水防施設 

 (1) 雨量、水位観測所 

   当町の区域内に設置された雨量観測所、気象観測所、水位観測所は、次のとおりで

ある。 

 

 雨量観測所 

福島川水位雨量局  ……… 福島町字福島６６５番１地先河川敷 

 吉野雨量局     ……… 福島町字館崎８３番地１ 

  

 気象観測所 

 千軒地域気象観測所 ……… 福島町字千軒 

 

 水位観測所 

 福島川水位雨量局  ……… 福島町字福島６６５番地１地先河川敷 

吉岡川水位局    ……… 福島町字吉岡３１０番地２地先河川敷 

 

 (2) 水防用資機材の配置及び調達先 

   町は年次計画を立て、水防用資機材の整備を図ることとし、常に一定資材を準備し

ておくものとする。このほか、事前に町内の資材業者及び土木業者と協議し、緊急時

に調達しうる数量等を確認して災害に備えておくものとする。 
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 (3) 水防用土砂の採取、堆積 

   町は、有事に備え土砂採取場を調査し、または土砂を必要な場所に堆積し、水防活

動に必要な土砂を確保するものとする。 

 

４ 水防活動用気象注意報及び気象警報 

  町及び水防関係機関等は、常に気象の状況に注意するとともに、気象官署から発表さ

れる水防活動用の各種気象注意報及び気象警報の処理に、遺漏のないようにしなければ

ならない。 

  気象注意報及び気象警報等の種類は、第２章第４節「気象警報等の伝達計画」による

が、水防活動用気象注意報及び気象警報の種類は、下図に掲げる種類ごとに同表の中欄

に掲げる注意報及び警報により代行する。 

水防活動の利用に適合 

する注意報・警報 

一般の利用に適合 

する注意報・警報 
発表基準 

水防活動用気象注意報 大雨注意報 
大雨による災害が発生するおそれがあると予想

したとき 

水防活動用津波注意報 津波注意報 
津波により沿岸部において災害が発生するおそ

れがあると予想したとき 

水防活動用高潮注意報 高潮注意報 
台風や低気圧等による異常な海面の上昇により

災害が発生するおそれがあると予想したとき 

水防活動用洪水注意報 洪水注意報 
大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、災

害が発生するおそれがあると予想したとき 

水防活動用気象警報 
大雨警報 

又は大雨特別警報 

大雨による重大な災害が発生するおそれがある

（又は著しく大きい）と予想したとき 

水防活動用津波警報 

津波警報又は津波

特別警報（大津波警

報） 

津波により沿岸部において重大な災害が発生す

るおそれがある（又は著しく大きい）と予想し

たとき 

水防活動用高潮警報 
高潮警報 

又は高潮特別警報 

台風や低気圧等による異常な海面の上昇により

重大な災害が発生するおそれがある（又は著し

く大きい）と予想したとき 

水防活動用洪水警報 洪水警報 

大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、重

大な災害が発生するおそれがあると予想したと

き 

（注）洪水予報、洪水注意報及び洪水警報が発表されたときは、水防活動用洪水予報、洪

水注意報及び洪水警報が発表されたものとみなす。 

 

５ 水防活動用気象注意報及び気象警報等の伝達 

  町は、水防活動用気象注意報及び気象警報等の通知を受けたときは、第２章第４節「気



■第４章 災害応急対策計画 

4-38 

 

象警報等の伝達計画」により、遅滞なく水防に関係ある機関に、迅速的確に伝達を行う

ものとする。 

  また、住民への周知徹底について遺漏のないよう必要な措置を講ずる。 

 

６ 水防非常配備体制 

  町は、次による非常配備体制により、水防活動を行うものとする。なお、災害対策本

部が設置されたときは、第２章第２節「災害対策本部」による非常配備体制により処理

するものとする。 

 (1) 非常配備による基準 

   第２章第２節「災害対策本部」に定める非常配備に関する基準のとおりとする。 

 (2) 非常配備を指令したときの措置 

   町は、非常配備を指令したときは、水防に関係のある機関に通知するとともに、渡

島総合振興局長に報告するものとする。 

 

７ 監視及び警戒 

 (1) 常時監視 

   町は、巡視責任者を定め、担当水防区域内の河川等を巡視させるものとする。巡視

責任者は、水防上危険であると認められる箇所を発見したときは、直ちに町に報告す

るものとし、町は管理河川等以外については、当該河川等の管理者に連絡し必要な措

置を求めるものとする。 

 (2) 非常監視及び警戒 

   巡視責任者は、町が非常配備を指令したときは、担当する水防区域内を巡視し、監

視警戒を厳重に行い、異常を発見したときは、直ちに町に連絡するものとする。監視

警戒にあたり、特に留意する事項は次のとおりである。 

・ 裏法で漏水または飽水による亀裂及び崖崩れ 

・ 表法で水当りの強い場所の亀裂及び崖崩れ 

・ 天端の亀裂または沈下 

・ 堤防の越水状況 

・ 樋門の両袖または底部よりの漏水と扉の締り具合 

・ 橋梁その他構造物と堤防の取付部分の異常 

 

８ 警戒区域の設定 

  消防機関に属する者は、水防上緊急の必要がある場所に警戒区域を設定し、水防関係

者以外の者に対して、その区域への立入りを禁止し、若しくは制限し、またはその区域

から退去を命ずることができる。 
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  緊急を要する場所において、消防機関に属する者がいないとき、またはこれらの者か

ら要求のあったときは、警察官は消防機関に属する職権を行うことができるものとする。 

（水防法第 21 条、昭和 24 年法律第 193 号） 

 

９ 水防作業 

  水防工法を必要とする異常事態が発生したときは、被害を未然に防止し、または被害

の拡大を防ぐため、堤防の構造、流速、護岸の状態等を考慮して最も適切な工法を選択

し、迅速的確に作業を実施するものとする。 

  水防工法は、木流し、シート張り、月の輪、積土のう、改良積土のう等とする。 

 

10 避難及び立退きの指示並びに順序 

  避難及び立退きの指示並びに順序は、第４章第６節「避難対策計画」によるものとす

る。 

 

11 避難者の輸送 

  避難者の輸送は、第４章第 10 節「輸送計画」によるものとする。 

 

12 避難場所の指定 

  避難場所は、第４章第６節「避難対策計画」によるものとする。 

 

13 非常輸送 

  非常の場合の資機材、人員等の輸送は、第４章第 10 節「輸送計画」によるものとする。 

 

14 決壊通報 

  水防に際し、堤防その他ダム等の施設が決壊したときは、町長及び消防署長は直ちに

関係防災機関に通報するものとする。 
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15 水防信号 

  水防信号は、水防法第 20 条の規定により次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  備考 １ 信号は、適宜の時間継続すること。 

     ２ 必要があれば、警鐘信号及びサイレン信号を併用することを防げない。 

     ３ 危険が去ったときは、口頭伝達により周知させるものとする。 

 

16 水防報告 

  町長は、水防のために、水防団や消防機関を出動させたとき及び他市町村に応援を要

求したとき並びにその他必要と認める事態が発生したときは、速やかに渡島総合振興局

長にその旨を報告する。 

  また、町長は、水防が終結したときは、すみやかに記録を整理するとともに、別紙様

式により、水防活動実施報告を渡島総合振興局長に提出するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方法

区分

警　　　鐘 サ　イ　レ　ン 摘　　　　　要

警戒信号 ○休止○休止○休止
５秒　15秒　５秒　15秒　５秒　15秒

○－　休止　○－　休止　○－　休止　

警戒水位に達した時

及び気象台から気象

の通報を受けたとき

出動

第１信号

○－○－○

○－○－○

○－○－○

５秒　６秒　５秒　６秒　５秒　６秒

○－　休止　○－　休止　○－　休止　

町及び消防機関に属

する者全員が出動す

るとき

出動

第２信号

○－○－○－○

○－○－○－○

○－○－○－○

５秒　10秒　５秒　10秒　５秒　10秒

○－　休止　○－　休止　○－　休止　

町の区域内に居住す

る者が出動するとき

危険信号

（避難立退き）
乱打

１分　５秒　１分　５秒

○－　休止　○－　休止

必要を認める区域内

の居住者に避難のた

め立退くことをを知

らせるとき
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様式  

（福島町）             水防活動実施報告書 
自  年  月 
至  年  月 

 
区  分 

 

水防活動 使用資機材 左のうち主要資材35万円以上使用団体分  
備    考 

 
団体数 
 

活動延 
人 員 

主要資材 
 

その他資材 
 

計 
 

団体数 
 

使 用 資 材 費 
主要資材 その他資材 計 

県（都道府）分

前  回  迄 
 

－ 
人 

－ 
円 

 
円 

 
円 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

月  分 
月  分 
月  分 
月  分 
月  分 

小    計 

－          
          
          
          
          

－ －       0     0      0 －    
累    計 － －       0     0      0 －    

水防管理団体分

前  回  迄 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

－
 

   
 
 

 
 

 
 

月  分 
月  分 
月  分 
月  分 
月  分 

小    計 

 （ ）     －    
 （ ）     －    
 （ ）     －    
 （ ）     －    
 （ ）     －    

0 （ ）      0       0     0      0 －    
累    計       0       0     0      0       0      円    円  

 

（作成要領） 

１ 「前回迄」欄は、前回報告分にかかる「累計」欄の数及び金額を記入すること。 

２ 「団体数」欄()書には、当該月内に水防活動を行った水防管理団体数を、その他の欄には水防管理団体の

実数を記入すること。 

３ 「月分」欄は、当該期間の調査対象月数に応じ区分すること。ただし、水防活動を行わない月の欄は不要。 

４ 「主要資材」欄は、俵、かます、布袋類、たたみ、むしろ、なわ、竹、生木、丸太、くい、板類、鉄線、

釘、かすがい、蛇籠、置石及び土砂の使用額を記入すること。 

５ 「その他資材」欄は、主要資材以外の資材の使用額を記入すること。 

６ 「左のうち主要資材 35 万円以上使用団体分」の各欄の記入は、水防管理団体分の「累計」欄のみ記入す

ること。 

（提出期日等） 

１ 水防が終結した月の翌月５日までに渡島総合振興局長に２部提出する。 
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   第 12 節 食料供給計画                      

 

 被災者及び災害応急対策に従事している者等に対する計画は、次のとおりである。 

 

１ 実施責任者 

 (1) 福島町 

   町長は、被災者及び災害応急対策従事者に対し、食料等の配給及び給付対策を実施

する。 

 (2) 北海道 

   知事は、必要に応じて、食料の調達・供給の決定と調整を図る。 

 (3) 北海道農政事務所 

   北海道農政事務所長は、必要に応じて、食料の調達及び供給について、道との連絡

調整を実施する。 

 

２ 食料の調達 

 (1) 福島町 

   町は、被災者及び災害応急対策従事者に対する食料の調達及び配給を町内業者及び

応急生活物資供給の協力に関する協定等を締結する業者等から直接行う。 

 (2) 北海道 

   知事は、町から要請があったときは、食料を調達し、町に供給するとともに、供給

すべき食料が不足するときは、農林水産省食料・物資支援チーム長に対し食料の調達

を要請する。 

   また、その事態に照らし緊急を要し、町からの要求を待ついとまがないと認められ

るときは、要求を待たず食料を確保し、輸送する。その際、被災地域に過不足なく食

料が供給されるよう十分な配慮を行う。 

   なお、米穀については、必要に応じ、救助法及び国民保護法（平成 16 年法律第 112

号）が発動された場合の特例により、農林水産省生産局長と協議の上、政府米を応急

用米穀として確保し、町に供給するとともに、その受領方法等について指示する。 

 (3) 北海道農政事務所 

   農林水産省が応急用食料の調達・供給を緊急に行う必要が生じた場合には、地方公

共団体と十分連絡を取りつつ、被災地の食料需給状況について、調達・供給開始後は

その到着状況等について確認する。 

 

３ 食料の配給 

  被災者に対する食料の配給は、必要に応じ他の班の応援を受け、町民対策班が次のと
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おり行うものとする。 

 (1) 配給は、原則として避難所において行う。 

 (2) 自宅等に残留する被災者に対しては、最寄りの避難所において配給する。 

 (3) 被災者に対する配給は、町内会等の協力を得て、公平かつ円滑に実施できるよう配

慮する。 

 

４ 炊き出し計画 

 (1) 現場責任者 

   炊き出しを実施する場合、町民対策班長は、当該班員の中から現場の責任者を指定

し、指揮監督にあたらせるものとする。 

 (2) 炊き出しの方法 

   炊き出しは、日本赤十字社北海道支部、福島町赤十字奉仕団、ボランティア団体等

の協力を得て、給食施設を有する事業所等を利用して行うものとする。 

   なお、町において直接炊き出しすることが困難で、町内の弁当業者等に発注するこ

とが実情に即すると認められるときは、当該業者等を利用するものとする。 

 (3) 炊き出し給与状況の記録 

   炊き出しを実施した場合は、次によりその状況を記録しておくものとする。 

 ア 炊き出し給与状況 

 イ 炊き出し等による食品給与物品受払簿 

 

５ 食料輸送計画 

  食料の輸送にあたって、車両等の輸送施設及び労務者を必要とする場合は、第５章第

11 節輸送計画及び第５章第 29 節労務供給計画により措置するものとする。 
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   第 13 節 給水計画                        

 

 災害により給水施設が被災、または飲料水の供給が不能となったとき、住民に必要最小

限の飲料水を供給して住民の生活を守るために行う応急給水は、本計画に定めるところに

よる。 

 

１ 実施責任者 

  飲料水の応急供給の実施は、町長が行う。救助法による救助は知事が行い、町長はこ

れを補助する。ただし、救助法第 30 条第１項の規定により、必要により委任される救助

については、町長が行う。 

 

２ 給水対象者 

  災害のため現に飲料水を得ることができない者とする。ただし、自己の水道破損があ

っても他に飲料水を得ることができる者は、対象としない。 

 

３ 補給水利の取水場所 

 (1) 導給水管の全部または大部分が破損し、利用できない場合は、近隣市町村の給水タ

ンク車等を要請する。ただし、破損の程度により浄水場等から取水が可能な場合は、

取水を行うものとする。 

 (2) 特定地域の水道施設が破損して使用できない場合の給水は、町内の消火栓から取水

して行う。 

 

４ 給水方法 

 (1) 被害の規模、給水の緊急性及び需要の度合い等情勢を的確に判断し、計画的に供給

する。搬送給水に重点をおき、福島消防署の協力を得て、給水用車両（消防タンク車

を含む。）並びに容器をもって行うものとする。 

 (2) 町は、飲料水を始めとする生活用水を災害発生後３日間分程度確保することを個人

においても日頃から準備しておくよう、住民に広報していくものとする。 

 (3) 家庭用井戸による給水が可能な場合、井戸の水質検査を実施し、飲料水として適当

と認めたときは、その付近の被災者に飲料水として供給できるよう協力を得るものと

する。 

 (4) 加工場用井戸による給水が可能な場合は、被災者に飲料水として供給できるよう協

力を得るものとする。 
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５ 資機材の調達方法 

  応急給水用・給水施設用応急復旧資機材については、福島町水道事業指定水道工事店

により調達するものとするが、必要数量を確保できない場合は知事に対してそのあっせ

んを要請する。 

 

６ 給水施設の応急復旧 

  共用栓、消火栓及び医療施設等民生安定と緊急を要するものから優先的に行う。 

 

７ 応援・派遣要請 

  町長は、自ら飲料水の供給を実施することが困難な場合は、他市町村または道へ飲料

水の供給またはこれに要する給水資機材の応援を要請するとともに、必要と認めた場合

は道知事（渡島総合振興局長）へ自衛隊の派遣要請を要求する。 
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   第 14 節 上水道施設対策計画                   

 

災害時の上水道施設の応急復旧対策に関する計画は、次のとおりとする。 

 

１ 応急復旧 

  大規模な災害により長期間断水となれば住民の生活維持に大きな支障をきたすため、

水道事業者は、あらかじめ施設の応急復旧計画を定めておくとともに、災害発生に際し

ては次の対策を講じて速やかな応急復旧による水道水の供給に努める。 

 (1) 施設の点検、被害状況の把握及び復旧計画の策定を行う。 

 (2) 要員及び資機材等の確保など復旧体制を確立する。 

 (3) 被害の状況により他市町村への応援要請を行う。 

 (4) 住民に対する広報活動を行う。 

 

２ 広報活動 

  水道施設に被害を生じたときは、その被害状況及び復旧見込み等について広報を行い、

住民の不安解消を図るとともに、応急復旧までの措置について周知を図る。 
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   第 15 節 石油類燃料供給計画                   

 

 災害時の石油類燃料（ＬＰＧを含む）の供給については、本計画の定めるところによる。 

 

１ 実施責任 

 (1) 福島町 

  町長は、町が管理している緊急通行車両のガソリン等の確保に努めるものとする。

また、災害対策上重要な施設、避難所、医療機関及び集積場所等の状況を把握して 

おくものとする。 

 ア 地域内で調達できる石油類燃料の調達先及び集積場所等の状況を把握しておくもの

とする。 

 イ 地域内において調達が不能になったときは、道に協力を求めることができる。 

 ウ 石油業協同組合等との応援協定を締結する等、石油類燃料を迅速に調達できる方法

を定めることとする。 

エ ＬＰＧについては、北海道エルピーガス災害対策協議会と迅速に調達できるよう連

絡調整を行う。 

(2) 北海道 

  知事は、道が管理している緊急通行車両のガソリン等の確保に努めるとともに、災害

時における石油類燃料について、町長等の要請に基づきあっせん及び調達を行うものと 

する。 

 また、町等の要請に備え、北海道石油業協同組合連合会と迅速に調達できるよう連絡

調整を行う。 

 

２ 石油類燃料の確保 

 (1) 災害応急対策実施責任者は、石油類燃料の確保を図るものとし、卸売組合、協同組

合、主要業者に対し、物資確保のための協力要請又はあっせん依頼を行う。 

 (2) 知事は、石油類燃料の確保を図るため、卸売組合、協同組合、主要業者に対し、物

資確保のための協力要請又はあっせん依頼を行う。 

   また、北海道石油業協同組合連合会との協定に基づき、石油類燃料の安定供給体制

の確立を図る。 
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   第 16 節 衣料・生活必需品等物資供給計画             

 

 被災者に対する被服、寝具、その他生活必需品の給与並びに物資の供給については、本

計画の定めるところによる。 

 

１ 実施責任者 

 被災者に対する被服、寝具、その他生活必需品の給与または貸与は知事が行い、町長

はこれを補助する。ただし、救助法第 30 条第１項の規定により必要により委任される救

助については、町長が行う。なお、災害時における災害救助活動物資等については、知

事は町長等の要請に基づきあっせん及び調達を行う。 

 

２ 調達方法 

  生活必需品物資の調達は、町内業者より調達するものとする。なお、調達が困難な場

合は、近隣市町村または道に要請し調達するものとする。 

 

３ 給与または貸与の対象者 

  給与または貸与の対象者は、おおむね次のとおりとする。 

(1) 災害による住家に被害を受けた者。（住家の被害程度は、全壊、全焼、流失、半壊、

半焼、埋没及び床上浸水とする。） 

(2) 災害により被服、寝具、その他生活物資が損傷、または喪失し、日常生活を営むこ

とが困難な者。 

 

４ 給与または貸与の方法 

 (1) 担当対策班 

   救援物資の給与及び貸与については町民対策班が担当することとする。 

 (2) 衣料等物資の供給範囲 

 

   寝    具  就寝に必要な最小限度の毛布及び布団等 

   外    衣  普通着か作業衣、婦人服、子供服、防寒コート等 

   肌    着  シャツ、ズボン下、パンツ等 

   身  廻  品  タオル、手拭い、長靴、運動靴、防寒手袋、靴下等 

   炊事採暖道具  なべ、釜、包丁、ガス器具、ストーブ等 

   食    器  茶碗、汁碗、皿、はし等 

   日   用   品  石鹸、ちり紙、トイレットペーパー、歯ブラシ、歯磨き粉等 

   光 熱 材 料  マッチ、ローソク、薪、木炭、プロパンガス、灯油等 

   そ の 他  スコップ、除雪用具、ポリタンク、バケツ等 
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 (3) 数量及び期間 

被害状況及び世帯構成人員に応じて一時的に急場をしのぐ程度の被服、寝具、その

他生活必需品の数量及び期間を災害発生の日からおおむね 10 日間とし、その状況によ

りその都度町長が定めるものとする。 

 (4) 地区別の取扱責任者の決定 

 給与及び貸与物品の取扱いを適正に行うため、地区毎に取扱者（民生委員）及び取

扱責任者（町内会長）を置くものする。 

 (5) 配給経路及び方法 

  ア 給与及び貸与物資は、被害状況別、避難所別、世帯別に配給計画をたてて支給す

る。 

  イ 物資の輸送は、本部からの配車を受けて行う。 

 (6) 給与及び貸与台帳の整備 

 被災者に対し、給与または貸与を行った場合は「給与及び貸与台帳」を作成し、そ

の内容を明確に記録するものとする。 

 

５ 救援物資の取扱 

 町に送付された救援物資の取扱いは町民対策班が担当するものとし、受付の記録、保

管、被災者への配分等は町長の指示するところにより、その状態に応じて適切、正確か

つ公正に行うこととする。 

 

６ 要配慮者への配慮 

 生活必需品の供給に際しては、紙おむつ、介護用品、スプーン、ほ乳ビン等の確保に

努め、要配慮者を優先的に配分することなどの配慮を行う。 

 

７ 給与または貸与の費用の限度 

 救助法（昭和 22 年法律 118 号）の定めに準じて行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



■第４章 災害応急対策計画 

4-50 

 

   第 17 節 電力施設対策計画                    

 

 電力施設を防護し、被災地に対する電力供給を確保するため、北海道電力株式会社は、

次の対策を講ずるものとする。 

 

１ 北海道電力株式会社 

  電力施設及び設備被害の軽減、復旧の迅速化を図るため、北海道電力株式会社が定め

る「防災業務計画」によって対策を講ずるものとする。 

 (1) 情報収集・提供 

   所定の系統に従い、社内外の情報を収集し、復旧対策を樹立するとともに、停電、

復旧見込などの状況について、町及び道に連絡するものとする。 

   また、福島町災害対策本部が設置された場所は、速やかに連絡員を派遣し、被害状

況及び復旧見込みなどの情報提供を行う。 

 (2) 広報 

   災害による停電及び使用制限に当たっては、災害概況、復旧見込を直接又は報道機

関等を通じて速やかに周知するものとする。 

 (3) 要員の確保 

   各支部は被害の状況により、支部管内の社外の応援を求め、なおかつ対処できない

ときは、本部に要請し、本部は融通動員するものとする。 

   なお、自衛隊の派遣を必要とするときは、各支部長が町長を経て知事（渡島総合振

興局長）に要請するものとする。 
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   第 18 節 医療救護計画                      

 

 災害のために医療機関の機能がなくなり、または著しく不足、若しくは混乱した場合に

おける医療救護の実施は、本計画に定めるところによる。 

 

１ 基本方針 

(1) 医療救護活動は、原則として町、または道が設置する救護所により実施するが、災

害急性期（発災後おおむね 48 時間以内）においては、必要に応じて災害派遣医療チー

ム（ＤＭＡＴ）及び災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）を被災地に派遣する。 

(2) 救護班は、医師、看護師その他の要員により組織し、その編成は災害の状況に応じ

たものとする。 

(3) 救護班及び災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）は、研修を受講した災害拠点病院等の

医師、看護師等により組織する。 

(4) 救護班及び災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の業務内容は、次のとおりとする。 

ア トリアージ 

  イ 傷病者に対する応急処置及び医療 

  ウ 傷病者の医療機関への転送の要否及び転送順位の決定 

  エ 授産救護 

  オ 被災現場におけるメディカルコントロール（災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の

み） 

 (5) 災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）は、災害時における、こころの対応が可能な

医師、看護師、臨床心理技術者等により組織する。 

 (6) 災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の業務内容は、次のとおりである。 

 ア 傷病者に対する精神科医療 

 イ 被災者及び支援者に対する精神保健活動 

 

２ 実施責任 

 (1) 町長が実施する。 

 (2) 救助法が適用された場合は、知事（知事の委任を受けた日本赤十字社北海道支部）

または知事の委任を受けて町長が実施する。 

 

３ 医療救護の対象 

 (1) 対象者 

  ア 直接災害による負傷者 

 イ 人工透析等医療の中断が致命的となる患者及び日常的に発生する救急患者 
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  ウ 災害時における異常な状況下において、ストレスによる情緒不安定等の症状が認

められる者 

 (2) 対象者の把握 

   対象者の把握は、できる限り正確かつ迅速に把握し、町長に通知する。通知を受け

た町長は、医師等の派遣要請、救護所の開設、患者の救急輸送、通信連絡の確保、医

療資機材の確保及び手配等必要な措置を講ずるよう関係対策班に指示する。 

 

４ 医療救護活動の実施 

 (1) 福島町 

 ア 町は、災害の程度により医療救護活動を必要と認めたときは、自ら救護班を編成

するとともに、必要に応じ、渡島医師会に救護班の編成及び要請するものとする。 

  (ｱ) 災害発生の日時、場所、原因及び状況 

  (ｲ) 出動の時期及び場所 

  (ｳ) 出動を要する人員及び資機材 

  (ｴ) その他必要な事項 

 イ 町は、災害の程度により歯科医療救護活動を必要と認めたときは、歯科医師会に

救護班の編成及び派遣を要請するものとする。 

 ウ 町は、災害の規模に応じ、道、その他の関係機関に協力を要請する。 

 エ 町は、被災者のニーズ等に的確に対応した健康管理を行うため、保健師等による

保健指導及び栄養指導を実施する。 

 (2) 北海道 

  ア 道は、災害発生時に町からの支援要請による救護班の派遣、受入れ等を円滑に実

施するため、救護班の派遣等についての調整を行う「救護班派遣調整本部」を設置

し、円滑な医療提供体制の構築に努める。 

  イ 道は、救助法を適用した場合、または町から医療救護に関する協力要請があった

場合で医療救護活動を必要と認めたときは、適時、適切な場所に救護所を設置する。 

    また、避難所の設置が長期間にわたる場合には、必要に応じて避難所に救護セン

ターを併設する。 

  ウ 道は、被災地等の医療機関の診療状況等の情報を北海道救急医療・広域災害情報

システム等により迅速に把握する。 

 エ 道は、道立医療機関の所属医師等により編成する救護班を派遣するとともに、必

要に応じて災害拠点病院及び協力機関に救護班、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）

の派遣を要請する。 

  オ 道は、必要に応じて精神科病院等に災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の編成

に必要な医師、看護師、臨床心理技術者等の派遣を要請するとともに、派遣に係る
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調整を行う。 

  カ 道は、被災者ニーズ等に的確に対応した健康管理（こころのケアを含む。）を行う

ため、医師、保健師、管理栄養士等による保健指導及び栄養指導を実施する。 

 また、被災したことによるこころの健康のために、「災害時こころのケア活動ハン

ドブック」を関係機関に配布し、有効な活用を図るとともに、支援者向けの研修会

等を開催する。 

 (3) 災害拠点病院 

  ア 道の要請に基づき救護班、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を派遣し、医療救護

活動を行う。 

  イ 被災患者を収容するとともに、医薬品・医療材料等の応急用資材の貸出等により

地域の医療機関を支援する。 

 (4) 医療救護所 

   応急医療等を行うため、当該地域において安全が確保されている公共施設等を医療

救護所に指定し、必要な整備を行う。この場合、関係住民への周知は迅速かつ的確に

実施するものとする。 

 

５ 輸送体制の確保 

 (1) 救護班及び災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ） 

   救護班及び災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の移動手段についてはそれぞれの機関

等で行うものとするが、道路の損壊などにより移動が困難な場合、又は緊急を要する

場合は、道等が所有するヘリコプター等により行う。 

 (2) 重傷患者等 

   重傷患者等の医療機関への搬送は、原則として福島消防署が実施する。ただし、救

急車両が確保できないときは、町、道または救護班が確保した車両により搬送する。

道路の損壊などにより搬送が困難な場合、又は緊急を要する場合は、道等が所有する

ヘリコプター等により行う。 

   なお、状況に応じて自衛隊のヘリコプターやドクターヘリ等の派遣を要請する。 

 

６ 医薬品等の確保 

  町は、医療救護活動に必要な医薬品・医療資機材、暖房用燃料等については、備蓄等

の活用または町内薬局等からの調達により確保する。ただし、医薬品等の不足が生じた

ときは、道または関係機関にその確保について要請する。 

 

７ 広域的な医療救護活動の調整 

  道は、必要に応じ、他県等に対して医療救護活動の応援を要請するとともに、他県等
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の医療救護班及び医療ボランティア等の受入れに係る調整を行う。 

 

８ 医療救護活動実施の記録 

  医療救護活動を実施したときは、次によりその状況を記録しておくものとする。 

 (1) 救護班活動状況 

 (2) 医療実施状況 

 (3) 助産台帳 

 (4) 医薬品及び衛生材料等物資受払状況 
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   第 19 節 防疫計画                        

 

 災害時における感染症の発生、または感染症のまん延を予防するため防疫は、本計画の

定めるところによる。 

 

１ 実施責任者 

  被災地における防疫は、町長が知事の指導及び指示に基づき実施する。 

 

２ 防疫班、検病、検水班の編成 

  町長は災害現場における防疫活動を円滑、かつ能率的に実施するため防疫班等を編成

するものとする。なお、福島町のみでは実施困難の場合は、道や、関係機関の応援協力

のもとに実施する。 

種  別 編成基準 器具用具 

       

防疫班 

 

 衛生技術者      １名 

 事務職員       １名 

 作業員      ２～３名 

その都度準備する。 

 

 

 

検病調査班 

 

 医   師         １名 

 保健師または看護師   １名 

 助   手    １～２名 

 

 

 

検水調査班  衛生技術者      １名 

 作 業 員    ３～４名 

その都度準備する。 

 

 

３ 防疫の種別とその方法 

 (1) 町長は、知事が行う感染症の状況、動向及び原因の調査並びに健康診断、就業制限、  

予防接種、消毒等に協力する。 

ア 浸水地域においては通常２日に１回以上、集団避難所等においてはできる限り多

く、少なくとも１日１回以上行うこと。 

  イ 地域の住民組織等の協力を得て、感染症予防対策上必要な情報の早期把握に努め

る。 

ウ 検病調査の結果、必要があるときは感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法第 17 条に基づき健康診断に協力すること。 

 (2) 臨時予防接種 

   町長は知事の指示により感染症のまん延上必要があるときは、対象者の範囲及び期

日を指定して予防接種を実施するものとする。 

 (3) 消毒その他の措置 
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   町長は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律

第 114 号。以下「感染症法」という。）第 27 条第２項の規定に基づく知事の指示があ

ったときは、速やかにこれを実施するものとする。 

一類感染症 

感染症名 消毒のポイント 消毒法 

エボラ出血熱 

マールブルグ病 

クリミヤ・コンゴ 

出血熱 

ラッサ熱 

 

 

厳重な消毒が必要である。患者の 

血液・分泌液・排泄物及びこれらが

付着した可能性のある箇所を消毒

する。 

 

 

 

・80℃・10分間の熱水 

・抗ウイルス作用の強い消毒薬 

 0.05～0.5％（500～5,000ｐｐｍ） 

 次亜塩酸ナトリウムで清拭又は30分間浸漬。 

 アルコール（消毒用エタノール、70v/v%イソ 

 プロパノール）で清拭、または30分間浸漬。 

 2～3.5％グルタラールに30分間浸漬。 

ペスト 

  

 

 

 

 

肺ペストは飛沫感染であるが、患者

に用いた機材や患者環境の消毒を

行う。 

 

 

 

・80℃・10分間の熱水 

・消毒薬0.1ｗ/ｖ第四級アンモニア塩に30分間 

 浸漬又は0.2ｗ/ｖ第四級アンモニア塩で清拭 

 0.01～0.1％（100～1,000ｐｐｍ）次亜塩酸 

ナトリウムに30～60分間浸漬。 

 消毒用エタノールで清拭。 

二類感染症 

感染症 消毒のポイント 消毒法 

 急性灰白随炎 

（ポリオ） 

患者の糞便で汚染された可能性の

ある箇所を消毒する。 

・エボラ出血熱と同様に行う。 

 

 ジフテリア 

 

 

皮膚ジフテリアなどを除き飛沫感

染であるが、患者に用いた機材や患

者環境の消毒を行う。 

・ペストと同様に行う。 

 

 

 血液などの汚染に対しては 0.5％（5,000ｐｐｍ）、また明らかな血液汚染がない場合には 0.05％（500ｐｐ

ｍ）を用いる。なお、血液などの汚染に対しては、ジクロルイソシアヌール酸ナトリウム顆粒も有効である。 

三類感染症 

感染症 消毒のポイント 消毒法 

 腸管出血性大腸菌 

 

患者の糞便で汚染された可能性の

ある箇所を消毒する。 

・ペストと同様に行う。 

 

 

 

 

 

 コレラ 

 細菌性赤痢 

患者の糞便で汚染された可能性の

ある箇所を消毒する。 

 腸チフス 

 パラチフス 

患者の糞便・尿・血液で汚染された

可能性のある箇所を消毒する。 
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 (4) ねずみ族、昆虫等の駆除 

   町長（町民対策班）は、感染症法第 28 条第２項の規定に基づく知事の指示により、

病原体に汚染され、または汚染された疑いがあるねずみ族、昆虫等が存在する区域の

当該ねずみ族、昆虫等を駆除する。 

（法第 28 条） 

 (5) 飲料水の供給 

   町長は、感染症法第 31 条第２項の規定に基づく知事の指示があったときは、その期

間は第４章第 13 節「給水計画」に準じて給水を実施する。なお、供給量は、１日１人

当り 20ℓ程度とするが、災害状況によっては３～５ℓとすることもある。 

（法第 31 条） 

４ 感染症患者に対する措置 

  町長は、知事が感染症の予防及び感染症の患者に対し、感染症の予防及び感染症の患

者医療に関する法律施行規則第 12 条で定めるところにより、感染症のまん延を防止する

ため、入院する当該病院に係る病院、または診療所に移送するときは協力する。 

 (1) 感染症指定医療機関 

   ２類感染症患者は第二種感染症指定医療機関である市立函館病院に、１類感染症患

者は第一種感染症指定医療機関である市立札幌病院に入院させる。 

 

種 別 病 院 名 住  所 電  話 

第一種 市立札幌病院 札幌市中央区北1条西13丁目1-1 011-726-2211 

第二種 市立函館病院 函館市港町1-10-1 0138-43-2000 

 

 (2) その他 

   緊急、その他やむを得ない理由があるときは、当該患者が入院している病院、また

は診療所以外の病院、または診療所であっても知事が適当であると認めるものに入院

させることができる。 

 

６ 避難所の防疫指導 

   町長は、避難所等の応急施設に対して次により防疫指導を実施するものとする。 

 (1) 健康調査等の実施 

   避難住民に対しては、少なくとも１日１回の検病調査を実施するものとし、調査の

結果、検便等による健康診断を行う必要が生じたときは、健康診断を受けさせるもの

とする。 

 (2) 消毒方法等の指導 

   保健師等の指導のもと、避難場所等の清潔方法を指導するとともに、避難者に衣服
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等の日光消毒を行うように指導するものとする。 

   また、必要があれば、消毒薬等により便所、炊事場洗濯場等の消毒や避難場所、身

の回りの清掃等を行うように指導するものとする。 

 (3) 集団給食及び飲料水等の管理 

   給食従事者は、原則として健康診断を受けたものを従事させるよう努めるものとす

る。また、配膳時の衛生保持及び残飯等の衛生的処理についても指導徹底に努めるも

のとする。 

   飲料水については、水質検査や消毒等を指導徹底し、炊事場、炊事場の衛生保持を

行うよう指導するものとする。 

 



■第４章 災害応急対策計画 

4-59 

 

   第 20 節 廃棄物処理等計画                    

 

 災害時における環境衛生の万全を期するため、被災地のじん芥の収集、し尿の汲取及び

死亡獣畜の処理等の清掃業務は、本計画の定めるところによる。ただし、住居またはその

周辺に運ばれてきた土砂、竹木等の除去については、本章第 26 節「障害物除去計画」によ

る。 

 

１ 実施責任者 

 (1) ごみ及びし尿 

     災害地における清掃は、ごみ収集委託業者及びし尿収集委託業者の協力を得て町長

が実施するものとする。なお、単独で処理することが困難な場合は、近隣市町村及び

道に応援を求め実施するものとする。 

 (2) 死亡獣畜及び逸走犬の処理 

   災害時における死亡獣畜等の処理は所有者が行うこととするが、所有者が判明しな

い場合または所有者が実施することが困難であると認められる場合は、町長が行う。 

   なお、逸走犬の処理は、町長（町民対策班）が実施するものとする。 

 

２ 野外仮設共同便所の設置 

  便所が倒壊、溢水等の被害を受けた場合、必要に応じ野外に共同便所を設置するもの

とする。 

  共同便所は、必要箇所に最小限度の仮設便所を設ける。この場合、応急対策の障害に

ならないよう配慮するものとする。 

 

３ 清掃班の編成 

清掃班編成 班 編 成 内 容 

ごみ処理班  

町民対策班が各対策班の協力を得て、必要な人数で編成する。 

 

し尿処理班 

死亡獣畜処理班 

 

４ 廃棄物等の処理方法 

  処理基準はおおむね次の要領により行うこととする。 

 (1) ごみ収集処理の処分 

  ア 食物の残廃物を優先収集すること。 

  イ 処理方法は、廃棄物処理施設を使用することを原則とし、衛生上他に影響の及ぶ 

   ことのないよう、地域の状況に応じた措置を講ずる。 
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名   称 住   所 電話番号 

渡島西部広域事務組合 衛生センター 福島町字千軒31-1 0139-47-2201 

有限会社松川 福島町字吉岡175 0139-48-5040 

 

 (2) し尿の収集処分 

  ア 収集不能地域に対しては、容器を配布すること。また、被災の状況により、災害

を受けた住居地に対して臨時公衆便所を設置し、人員に応じた便所数とする。 

  イ 処理方法は、し尿処理施設を使用することを原則とし、衛生上他に影響の及ぶこ

とのないよう、地域の状況に応じた措置を講ずる。 

     

名   称 住   所 電話番号 

有限会社上嶋環境営繕 福島町字三岳23-1 0139-47-2037 

 

５ 死亡獣畜の処理方法 

 (1) 死亡獣畜の処理方法は、所有者が行うものとする。 

 (2) 所有者が判明しないとき、または所有者が実施することが困難なときは、町長が実

施するものとする。 

 (3) 死亡獣畜の処理は、町が指定する死亡獣畜取扱場において行うものとする。 

 (4) 死亡獣畜取扱場が使用できない場合または運搬することが困難な場合、渡島総合振

興局保健環境部長の指導を受け臨機の措置を講ずるものとする。 
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   第 21 節 家庭動物等対策計画                    

 

 ペットの飼育、保護は、所有者の責任において行うことを原則とする。避難活動時には、

避難者自らがペット救護所等にペットを預けるように広報する。 

 

１ ペット救護所等の開設 

  町長（町民対策班）は、ペットの保護が避難者の責任で行うことができず、避難生活

に支障がある場合は、北海道及び北海道獣医師会にペットの救護及び飼育管理について

応援を要請する。 

  町長は、北海道及び北海道獣医師会と連携して、ペットの種類、頭数を把握したうえ

で、救護所の設置場所、開設日時、施設規模等について決定し、救護動物保護センター

と救護動物治療センターの開設を図る。 

 

【参考】災害時における小動物救護マニュアル（（社）北海道獣医師会） 

 

  被災地でのペット対策 

・ 被災地域の飼い主よりの受託小動物の飼育管理 

・ 飼主不明動物の保護及び飼育管理 

・ 行政が行う規制区域内等に残された動物への給餌活動の支援 

・ 全ての保護管理動物の獣医療救助 

・ 引き取り手のいない収容動物の新しい飼い主探し 

 

２ 飼養動物の取扱い 

 (1) 動物の管理者（飼い主）は、動物の愛護及び管理に関する法律（昭和 48 年法律第

105 号）及び北海道動物の愛護及び管理に関する条例（平成 13 年条例第３号、以下「条

例」という）に基づき、災害発生時においても、動物の愛護及び適切な管理を行うも

のとする。 

 (2) 災害発生時において、町及び道は、関係団体の協力を得て、逸走犬等の捕獲、収容

するなど適切な処置を講ずるとともに、住民等に対し、逸走犬等の収容について周知

を図るものとする。 

 

３ 同行避難 

  災害発生時には、条例第６条第１項第４号の規定に基づき、動物の飼い主は自らの

責任により、同行避難（飼養している動物を伴い、安全な場所まで避難すること）を

行う。 
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   第 22 節 文教対策計画                        

 

 災害時において、通常の教育活動に支障をきたした場合の応急教育及び文化財の保全に

関する計画は、次のとおりである。 

 

１ 実施責任者  

  保育所における教育の確保については、町長（町民対策班）が行い、小学校・中学校

における教育の確保については、学校管理者である教育委員会（教育対策班）が行う。 

また、保育所、学校ごとの災害発生に伴う適切な措置については、保育所園長、各学 

校長が具体的な応急計画をたてて行うものとする。なお、幼稚園及び高等学校にあって 

も、本計画に準じ文教対策を実施するものとする。 

  救助法による救助は道知事が行い、町長はこれを補助する。ただし救助法第 30 条第１ 

項の規定により、必要により委任される救助については、町長が行う。 

 

２ 応急教育対策  

 (1) 休所・休校措置 

  ア 登校前の措置 

    保育所園長及び各学校長は、学校施設等の被災その他の理由により校務等の運営

上やむを得ないと認めるときは町町民課並びに町教育委員会と協議し、休所、休校

の措置をとる。この場合、保育所園長、各学校長または町町民課並びに町教育委員

会は、保育所及び各学校であらかじめ定めてある連絡網や防災行政無線施設、広報

車等により保育児童、児童、生徒、保護者等に周知徹底を図る。 

  イ 登校後の措置 

    授業等を中断し、帰宅させる場合は、注意事項を十分徹底させ、集団下校等の措

置や保育児童、児童、生徒にあっては教職員等が地区別に付添うなどの措置をとる。

また、必要に応じ、保護者や地区町内会等の協力を得るものとする。 

 (2) 学校施設の確保 

   授業実施のための学校施設の確保は、被害の程度により、おおむね次の方法による。 

  ア 校舎の一部が使用できない場合 

    特別教室、屋内運動場等を利用する、なお、不足するときは、２部授業等の方法

をとる。 

  イ 校舎の全部または大部分が使用できない場合 

    最寄りの学校または公共施設等を利用する。 

  ウ 特定の地区が全体的に被害を受けた場合 

    被害を受けない学校または公共施設等を利用する。また利用する施設がない場合
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は、応急仮設校舎を建設するなどの措置をとる。 

 (3) 教育の要領 

   災害の状況に応じて特別な計画をたて、授業の確保に努める。授業することが不可

能な場合、家庭学習の方法等により学力の低下を防ぐよう努める。 

     なお、特別教育計画による授業の実施にあたっては、次の点に留意する。 

  ア 授業の場所が寺院等、学校以外の施設を利用する場合は、授業の能率化、児童生

徒の保健衛生等に留意する。 

  イ 教科書、学用品等の損失状況を考慮し、学習内容及び程度が児童生徒の過度の負

担にならないようにする。 

  ウ 被害状況に応じ、通学の安全について遺漏のないよう指導する。 

  エ 学校が避難所に充てられた場合には、児童生徒の管理に注意するとともに、授業

の効率低下にならないよう留意する。 

 (4) 教職員の確保 

   教職員の被害状況を把握するとともに、道教育委員会と緊密な連絡をとり、教職員

の確保に努める。 

 

３ 教科書の調達及び学用品の支給 

 (1) 支給の方法 

   被災世帯の児童生徒で、教科書、学用品を滅失、又はき損し、就学上支障のある者

に対して支給する。 

 (2) 支給の方法 

   学校長を通じ対象者に支給する。 

 (3) 支給品目 

  ア 教科書及び教材 

  イ 文房具 

  ウ 通学用品 

  エ その他特に必要と認めたもの 

 (4) 学用品の調達 

   教科書の調達は、学校別、学年別、使用教科書ごとにその数量を調査し、道教育委

員会に報告するとともに、道教育委員会の指示に基づき、教科書供給店に連絡して供

給を受けるものとする。また、町内の他の学校に対し、古本の供与を依頼するものと

する。 

   学用品の調達は、道教育委員会から送付を受けたものを配布するほか、町内文房具

店等から調達する。 
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４ 学校給食対策 

 (1) 学校給食施設の応急修理を行い、学校給食の継続を図る。 

 (2) 学校給食用主要物資が被災したときは、関係機関と連絡のうえ、直ちに緊急配送を

行い、その他学校給食用物資については、緊急調達に努める。 

 (3) 衛生管理には、特に注意し、食中毒等の事故防止に努める。 

 

５ 被災教職員、園児、児童、生徒の健康管理 

  災害の状況により、被災学校の教職員、児童生徒に対し、感染症予防対策、予防接種

法（昭和 23 年６月 30 日法律第 68 号）の規定による予防接種、健康診断等を実施する。 

 

６ 衛生管理対策 

  学校等施設が、避難場所等の応急施設や被災者収容施設として使用される場合は、次

の点に留意して、衛生管理をし、防疫に努める。 

 (1) 施設内、特に水飲場、炊事場、便所等は常に清潔にし、必要に応じて消毒剤による

消毒を実施すること。 

 (2) 施設の一部に被災者を収容し、授業を継続する場合は、収容施設との間をできるだ

け隔絶すること。 

 (3) 収容施設としての使用が終わった時は、施設全体の清掃及び消毒を行うとともに、

便槽の汲み取りを実施すること。 

 

７ 文化財の保全対策 

 (1) 文化財の名称及び所在地 

   文化財の現況は、資料編「指定文化財」のとおりとする。 

 (2) 保全対策 

   文化財の所有者及び管理者は、常に当該指定物件の保全、保護に努め、被害を受け

たときは、町教育委員会に連絡するとともに道教育委員会の意見を聴いて必要な措置

を講ずるものとする。 

 

８ 費用及び期間 

救助法（昭和 22 年法律第 118 号）の定めに準じて行うものとする。 
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   第 23 節 住宅対策計画                      

 

 災害により住宅を失い、または破損のため居住ができなくなった世帯に対する住宅対策

については、次のとおりとする。 

 

１ 実施責任者 

  災害のため住宅に被害を受け、自己の資力により住宅の応急修理をすることができな

い被災者に対しては、技術者等を動員して応急修理を実施するものとする。救助法が適

用された場合の応急仮設住宅の設置については、原則として知事が行うが、知事から救

助法第 30 条第１項の規定により委任を受けた場合は町長が行う。 

 

２ 実施の方法 

 (1) 避難場所の設置 

   町長は、本章第６節「避難対策計画」の定めるところにより、避難場所を開設する。 

 (2) 公営住宅の利用 

   町長は、災害のため住宅が被害を受け、住居の場所を失った者を収容するため、必

要に応じて空き公営住宅を利用する。 

 (3) 応急仮設住宅の建設 

   町長は、必要により災害のため住家が滅失した者の一時的な居住の安定を図るため、  

事前に知事からの委任を受けて応急仮設住宅を建設する。 

  ア  入居対象者 

   (ｱ) 住家が全焼、全壊、または流出した者 

   (ｲ) 居住する住家がない者 

   (ｳ) 自らの資力では住宅を確保できない経済的弱者で次に該当する者であること。 

     a 生活保護法に定める被保険者及び要保護者 

     b 特定の資産のない失業者、寡婦、ひとり親世帯、老人、病弱者、身体障害者、勤

労者、小企業者等 

  イ 規模、構造、存続期間及び費用 

  (ｱ) 応急仮設住宅の標準規模は、１戸につき 29.7 平方メートルを基準とする。構造は、   

原則として軽量鉄骨組立方式による２～６連以下の連続建て若しくは共同建てと

し、その仕様は、「応急仮設住宅仕様基準」のとおりとする。ただし、被害の程度

その他必要と認めた場合は、一戸建てまたは木造住宅により実施する。 

  (ｲ) 応急仮設住宅の存続期間は、その建築工事を完了した後、３ヶ月以内であるが、

特定行政庁の許可を受けて、２年以内とすることができる。 

    ただし、特定非常災害の被災者の権利利益の保全等を図るために特別措置に関す
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る法律に基づき、政令で指定されたものに係る応急仮設住宅については、更に期間

を延長することができる。 

(ｳ) 費用は救助法及び関係法令の定めるところによる。 

  ウ 運営管理 

    応急仮設住宅の運営管理にあたっては、安心・安全の確保、孤独死や引きこもり

などを防止するための心のケア、入居者によるコミュニティの形成及び運営に努め

るとともに、女性の参画を推進し、女性をはじめとする生活者の意見を反映できる

よう拝領するものとする。 

  エ 着工時期 

    救助法が適用された場合は、災害発生の日から 20 日以内に着工しなければならな

い。また、同法が適用されない場合においても、摘要の場合に準ずるものとする。 

 

３ 住宅の応急修理 

 (1) 応急修理を受ける者 

  ア 住宅が半焼、または半壊し、当面の日常生活を営むことができない者 

  イ 自らの資力では応急修理ができない者 

  ウ その他、町長が特に必要と認めた者 

 (2) 修理の範囲と費用 

  ア 応急修理は、居室、炊事場及び便所等日常生活に欠くことのできない部分で必要

最小限とする。 

  イ 費用は、救助法及び関係法令の定めるところによる。 

 

４ 住宅の建設等 

 (1) 原則として町の指名登録業者のうちから指名する。 

 (2) 町長は、建築資材等の調達が困難な場合は、道にあっせんを依頼するものとする。 
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   第 24 節 被災宅地安全対策計画                  

 

 町において、災害対策本部が設置されることとなる規模の地震、または降雨等の災害に

より、宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合に、被災宅地危険度判定士（以下「判定士」

という。）を活用して、被災宅地危険度判定（以下「危険度判定」という。）を実施し、

被害の発生状況を迅速かつ的確に把握し、二次災害を軽減、防止し住民の安全を図る。 

 

１ 危険度判定実施の決定 

  町長（建設対策班）は、災害の発生による宅地被害に関する情報に基づき、危険度判

定の実施を決定し、危険度判定実施本部を設置する。 

 

２ 危険度判定の支援 

  知事は、町長から支援要請を受けたときは、危険度判定支援本部を設置し、北海道被

災地宅地危険度判定連絡協議会等に対し、判定士の派遣等を依頼する。 

 

３ 判定士の業務 

  判定士は、次により被災宅地の危険度判定を行い、判定結果を表示する。 

 (1) 「被災宅地の調査・危険度判定実施マニュアル」に基づき、宅地ごとに調査票に記

入し判定を行う。 

 (2) 宅地の被害程度に応じて、「危険宅地」、「要注意宅地」及び「調査済宅地」の３

区分に判定する。 

 (3) 判定結果は、当該宅地の見やすい場所（擁壁、のり面等）に判定ステッカーにより

表示する。 

 

 

 

 

 

４ 危険度判定実施本部の業務 

  「被災宅地危険度判定業務マニュアル」（以下「実施マニュアル」という。）に基づ

き、危険度判定実施本部は次の業務を行う。 

 (1) 宅地に係る被害情報の収集 

 (2) 判定実施計画の作成 

 (3) 宅地判定士・判定調査員の受入れ及び組織編成 

 (4) 判定の実施及び判定結果の現地表示並びに住民対応 

区　分 表　示　方　法

危 険 宅 地 赤のステッカーを表示する。

要注意宅地 黄のステッカーを表示する。

調査済宅地 青のステッカーを表示する。
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 (5) 判定結果の調整及び集計並びに関係機関への報告 

 

５ 事前準備 

  町及び道は、災害発生に備え、実施マニュアルに基づき次に努める。 

 (1) 町と道は相互支援体制を充実し、連絡体制を整備する。 

 (2) 町は道及び関係機関の協力を得て、被災宅地危険度判定実施要綱（全国要綱）で定

める土木・建築または宅地開発の技術経験を有する者を対象とした、判定士の養成、

登録及び更新等に関する事務を行う。 

 (3) 町は道と協力して危険度判定に仕様する資機材の備蓄を行う。 
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   第 25 節 行方不明者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬計画    

 

 災害により行方不明になった者の捜索及び遺体の収容、処理及び埋葬は、本計画に定め

るところによる。 

 

１ 実施責任者 

 行方不明者の捜索及び遺体の収容、処理及び埋葬は、町長が関係機関の協力を得て行

うものとする。救助法が適用された場合は知事が行い、町長はこれを補助する。ただし

救助法第 30 条第１項の規定により、必要により委任される救助については、町長が行う。

なお、救助法による死体の処理のうち、洗浄等の処理及び検案については、知事の委託

を受けた日本赤十字社北海道支部が行うものとする。 

 

２ 実施の方法 

 (1) 行方不明者の捜索 

  ア 捜索の対象 

    災害により現に行方不明の状態にあり、かつ、周囲の状況により既に死亡してい

ると推定される者。 

  イ 捜索の実施 

  (ｱ) 町長が、消防署、警察署、海上保安部、その他の関係団体の協力を得て実施する。   

被災の状況によっては、地域住民の協力を得て実施する。 

    (ｲ) 遺体が流失等により他市町村に漂着していることが予想される場合は、その市町

村に対し、次の事項を明示して捜査の応援を要請する。 

   a 遺体が埋没または漂着していると思われる場所 

   b 遺体数及び氏名、性別、年齢、容ぼう、特徴、着衣等 

 

３ 遺体の処理   

 (1) 対象者   

   災害の際に死亡した者で災害による社会混乱のため、その遺族等が遺体の処理を行

うことができない遺体。 

 (2) 処理の範囲 

  ア 遺体の洗浄、縫合、消毒等の処理 

  イ 遺体の一時保存 

  ウ 検案 

  エ 死体見分（警察官、海上保安官） 

 (3) 処理方法・処理の対象は、災害により死亡し、または遺体で発見された者で、納棺
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用品等必要器材を確保し遺体を収容する。 

  ア 遺体を発見したときは、速やかに警察官または海上保安官の死体見分及び医師の

検案を受け、次により処理するものとする。 

  (ｱ) 身元が判明しており、かつ、遺族等の引取人がある場合は、遺体を引き渡す。 

  (ｲ) 身元が判明しない場合、遺族等による身元確認が困難な場合、または引取人がい

ない場合は、遺体の洗浄、縫合、消毒、検案及び一時的な保管をすると同時に、遺

体の特徴の記録及び所持品の保管をする。 

    イ  遺体の収容は、町内の寺院、公共建物等、遺体収容に適当な場所を選定するが、

適当な既存建物がない場合は、天幕等を設置して遺体の収容所とする。 

 

    （火葬場） 

名  称 場  所 

福島町火葬場（安養苑） 福島町字福島６２５番地ほか 

 

４ 遺体の埋葬 

 (1) 対象者   

   災害により死亡した者で個人で埋葬を行うことが困難な場合または遺族のいない遺

体のみ、次により行う。 

  (2) 埋葬の方法 

  ア 埋葬は原則として火葬とし、棺、骨つぼ等を遺族に支給する等現物給付をもって

行うこととする。 

    また、一時的かつ集団的に多数の死者が発生した場合には、死者の埋葬が適切に

行われるよう「災害時における葬祭用品の供給に関する協定」により、知事の協力

を得て行うものとする。 

  イ 事故死等による遺体は、警察から引き継ぎを受けた後に埋葬する。 

  ウ 身元不明の遺体は、行旅病人及び行旅死亡人取扱法（明治 32 年法律第 93 号）に

より仮埋葬する。 

  エ 町のみで埋葬等をすることが困難な場合は、近隣市町村及び関係機関による協力

を得て実施するものとする。 
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   第 26 節 障害物除去計画                     

 

 水害、山崩れ等の災害によって、道路、住居等またはその周辺に運ばれた土砂、樹木等

で生活に著しい障害を及ぼしているものを除去して、被災者の保護を図る場合は、本計画

の定めるところによる。 

 

１ 実施責任者 

  障害物の除去は、町長が実施する。 

  なお、道路及び河川に障害を及ぼしているものの除去は、道路法及び河川法に定める

それぞれの管理者が行い、災害の規模、障害物の内容等により各管理者は相互に協力し

障害物の除去にあたる。救助法による救助は知事が行い、町長はこれを補助する。ただ

し、救助法第 30 条第１項の規定により、必要により委任される救助については、町長が

行う。 

 

２ 除去の対象 

  災害時における障害物の除去は、住民の生活に著しい支障及び危険を与え、または与

えると予想される場合並びにその他公共的立場から必要と認めたときに行うものとする

が、その概要は次のとおりである。 

 (1) 住民の生命財産等を保護するために速やかにその障害物の排除を必要とする場合。 

 (2) 障害物の除去が交通の安全と輸送の確保に必要な場合。 

 (3) 河川における障害物の除去は、それによって河川の流れをよくし、溢水の防止と護

岸等の決壊を防止するため必要と認める場合。 

 (4) その他公共的立場から除去を必要とする場合。 

 

３ 除去の方法 

  原則として機械器具により行い、状況に応じて土木業者を雇い、速やかに実施する。

また、町長は必要と認める場合は、知事（渡島総合振興局長）へ自衛隊の派遣要請を 

依頼する。なお、実施にあたっては、現状回復ではなく応急的な除去とする。 

 

４ 機動力 

  機動力は、現場の状況に応じて機械力、人力等によって行い、必要に応じ関係機関や

民間から機材等を借入調達する。 
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５ 除去した障害物等の集積、保管場所 

  集積、保管場所は、付近の町有地、遊休地を利用するが、次の点を考慮して決定する。 

(1) 除去した障害物は、それぞれの実施機関において付近の遊休地又はグラウンド等を

利用し、集積するものとする。 

 (2) 北海道財務局、道及び町は、相互に連携しつつ、公共用地等の有効利用に配慮する

ものとする。 

 (3) 工作物等の保管場所は、盗難の危険のない場所に保管し、保管を始めた日から 14 日

間その旨を公表するものとする。 

 

６ 障害車両等の除去 

  災害時に放置された車両等の除去については、次のとおりとする。 

 (1) 警察官及び消防職員は、通行禁止区域等において放置された車両等が緊急通行車両

の妨害となることにより災害応急対策の実施に著しい障害となる場合、その障害車両

等の占有者、所有者、管理者に対して障害車両等の移動等の措置を命ずることができ

る。 

   また、警察官及び消防職員は、その障害車両等の移動との措置を命ぜられた者が措

置を取らないとき、または、命令の相手が現場にいなく措置を命ずることができない

ときは、自らその措置を行うことができる。 

   この場合、移動等の措置を取るため、やむを得ない限度において放置車両等を破損

することができる。 

 (2) 災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、町長等、警察官がその場にいないときに、  

自衛隊用緊急通行車両の円滑な通行を確保するため必要な措置を講じ、または、自ら

その措置を取ることができる。 

 

７ 費用及び期間 

救助法（昭和 22 年法律第 118 号）の定めに準じて行うものとする。 
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   第 27 節 応急土木対策計画                    

 

 災害時における公共土木施設及びその他土木施設の災害応急土木対策は、本計画の定め

るところによる。 

 

１ 災害の原因 

 (1) 豪雨、豪雪、融雪、雪崩及び異常気象等による出水 

 (2) 暴風、竜巻、洪水、高潮その他の異常な自然現象 

 (3) 津波 

 (4) 山崩れ 

 (5) 地すべり 

 (6) 土石流 

 (7) がけ崩れ 

 (8) 地震 

 (9) 火山噴火 

（10）落雷 

 

２ 被害種別 

 (1) 路面及び路床の流失埋没 

 (2) 橋梁の流失 

 (3) 河川の決壊及び埋没 

 (4) 堤防の決壊 

 (5) 海岸線の浸食 

 (6) 溜め池等えん堤の流失及び決壊 

 (7) 漁港施設の被害 

  (8) 砂防、地滑り及び急傾斜地の崩壊を防止する施設の被害 

 

３ 応急土木復旧対策 

 (1) 実施責任 

   災害時における土木施設の応急復旧等は、当該施設の管理者が実施する。 

 (2) 応急対策及び応急復旧対策 

   災害時における被害の発生を予防し、また、被害の拡大を防止するための施設の応

急措置及び応急復旧対策は、次に定めるところによる。 

  ア 警戒区域の状況等、応急対策に必要な情報の収集及び伝達は、本章第１節「災害

情報通信計画」及び本章第２節「災害情報等の収集及び伝達計画」の定めるところ
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により、迅速、確実に行うものとする。 

    警戒区域の情報内容は、地表水、湧水、表層、亀裂、植木等の傾斜、人家等の損

壊、住民及び滞在者の数等とする。 

  イ 警戒区域の情報連絡 

    警戒区域の異常現象及び災害状況を迅速に把握するため、各町内会長等を通じ情

報連絡を行うものとする。 

  ウ 警戒体制 

    警戒体制及び基準雨量等は、別表のとおりとする。 

  エ 警戒体制区域の巡視 

    異常現象を発見した場合は、本章第１節「災害通信計画」に定めるところにより、

必要な措置を行うものとする。 

  オ 避難及び救助 

    災害から住民を保護するため、避難の必要が生じた場合は、本章第６節「避難対

策計画」に定めるところにより避難の勧告、指示の処置を行うものとする。 

 

４ 関係機関等の協力 

  関係機関等は、法令及び業務計画並びに本防災計画の定めるところにより、それぞれ

必要な応急措置を実施するとともに、当該施設の管理者が実施する応急措置等が、的確

かつ円滑に実施されるよう協力するものとする。 
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別表 警戒体制及び基準雨量等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警戒体制の区分 地区名 降雨の状況 町の配備体制 措置基準

第１警戒体制 全地区

１　前日までの連続雨量が

　１００ミリメートル以上

　で当日の日雨量が５０ミ

　リメートルを超えたと

　き。

２　前日までの連続雨量が

　１０～１００ミリメート

　ルで当日の日雨量が８０

　ミリメートルを超えたと　

　き。

３　前日までの降雨がない

　場合で当日の日雨量が１

　００ミリメートルを超え

　たとき。

非常警戒体制とし、警

戒巡視員、連絡員をも

って組織し、次の配備

体制に円滑に移行でき

るよう措置すること。

１　危険区域の警戒

　　及び巡視

２　住民等への広報等

第２警戒体制 全地区

１　前日までの連続雨量が

　１００ミリメートル以上

　で当日の日雨量が５０ミ

　リメートルを超え、時間

　雨量３０ミリメートルの

　強雨が降り始めたとき。

２　前日までの連続雨量が

　１０～１００ミリメート

　ルで当日の日雨量が８０

　ミリメートルを超え、時

　間雨量３０ミリメートル

　程度の強雨が降り始めた

　とき。

３　前日までの降雨がない

　場合で、当日の日雨量が

　１００ミリメートルを超

　え、時間雨量３０ミリメ

　ートル程度の強雨が降り

　始めたとき。

１　各班をもって組織

　　し、災害応急活動

　　ができる体制とす

　　ること。

２　災害が発生し、そ

　　の規模範囲により

　　更に拡大すること

　　が予想されるとき

　　は、町防災計画に

　　よること。

１　住民等の避難準備

２　警告

　　（基本法第56条）

３　事前措置

　　（基本法第59条）

４　避難の指示

　　（基本法第60条）
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   第 28 節 応急飼料計画                      

 

 災害時に行う家畜飼料の応急対策については、本計画によるものとする。 

 

１ 実施責任 

  家畜飼料の応急対策は町長が実施する。 

 

２ 実施の方法 

町長は、被災農家の家畜飼料等の確保ができないときは、応急飼料、転飼場所及び再

播用飼料作物種子のあっせん区分により、次の事項を明らかにした文書をもって渡島総

合振興局長を通じ北海道農政部長に応急飼料のあっせんを要請することができるものと

し、北海道は必要に応じ北海道農政事務所等に応急飼料のあっせんを要請するものとす

る。 

 (1) 飼料（再播用飼料作物種子を含む） 

  ア 家畜の種類及び頭羽数 

  イ 飼料の種類及び数量（再播用種子については、種類、品質、数量） 

  ウ 購入予算額 

  エ 農家戸数等の参考となる事項 

 (2) 転飼 

  ア 家畜の種類及び頭数 

  イ 転飼希望期間 

  ウ 管理方法（預託、附添等） 

  エ 転飼予算額 

  オ 農家戸数等の参考となる事項 
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   第 29 節 労務供給計画                    

 

 災害時における応急対策を迅速かつ円滑に推進するため必要な作業従事者の雇用等に関

する計画は、次のとおりとする。 

 

１ 実施責任者 

  災害応急対策に必要な労務者の雇い上げは、町長（水産商工対策班）が実施するもの

とする。 

 

２ 作業従事者雇用の対象 

 (1) 土木、清掃作業等災害応急対策のための雇用 

 (2) 遺体の捜索及び処理並びに埋葬のための雇用 

 (3) 救出機械器具操作のための雇用 

 (4) 避難及び医療助産の輸送のための雇用 

 (5) 飲料水の運搬給水のための雇用 

 (6) 救助物資の支給のための雇用 

 (7) その他の応急対策のための雇用 

 

３ 作業従事者雇い上げ方法 

  函館公共職業安定所長に対し、文書又は口頭で次の事項を明らかにして求人申込みを

する。 

 (1) 職種別所要労務者数 

 (2) 期間及び賃金等の条件 

 (3) 作業場所及び作業内容 

  (4) 労務者の雇用を要する目的 

 (5) その他必要事項 

 

４ 賃金 

  福島町における同種の業務及び技能に対して支払われる一般の賃金水準を上回るよう

努めるものとする。 

 

５ 住民組織・団体等への協力要請 

  町長は、災害応急措置や被災者の救護活動等への協力・支援等の必要が生じた場合、

住民組織、団体等に対して協力要請を行うものとする。 

  住民組織・団体等の要請先及び協力要請内容は、第３章第３節「住民組織等の活用」
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に基づいて行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



■第４章 災害応急対策計画 

4-79 

 

   第 30 節 ヘリコプター要請活用計画                

 

 災害時におけるヘリコプターの活用については、本計画の定めるところによる。 

 

１ 基本方針 

  町内において大規模な災害が発生し、迅速・的確な応急対策を実施するために必要が

ある場合は、「北海道消防防災ヘリコプター応援協定」に基づき、広域的かつ機動的な

活動が可能な消防防災ヘリコプターの応援を要請してその活用を図る。 

 

２ 応援要請 

 (1) 要請の要件 

   町長は、災害が発生し次の各号のいずれかに該当する場合は、知事に対して消防防

災ヘリコプターの応援を要請してその活用を図る。 

  ア 町（渡島西部広域事務組合）の消防力によっては応急対策が著しく困難な場合。 

  イ 災害が隣接する市町村に拡大し、または影響を与えるおそれのある場合。 

  ウ その他消防防災ヘリコプターによる活動が最も有効と認められる場合。 

 (2) 要請の方法 

   応援要請は、北海道（総務部危機対策課防災航空室）に対し電話により次に掲げる

事項を明らかにして行う。 

  ア 災害の種類 

  イ 災害発生の日時及び場所並びに災害の状況 

  ウ 災害現場の気象状況 

  エ 災害現場の最高指揮者の職・氏名及び災害現場への連絡方法 

  オ 消防防災ヘリコプターが離着陸する場所及び地上支援対策 

  カ 応援に要する資機材の品目及び数量 

  キ その他必要な事項 

 

３ 活動内容 

 (1) 災害応急対策活動 

  ア 被災状況調査などの情報収集活動 

  イ 救援物資、人員、資機材等の搬送 

 (2) 救急・救助活動 

  ア 傷病者・医師等の搬送 

  イ 被災者の救助・救出
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 (3) 火災防ぎょ活動 

  ア 空中消火 

  イ 消火資機材、人員等の搬送 

 (4) その他ヘリコプターの活動が有効と認められるもの 

 

４ 支援体制 

ヘリコプターの災害応急活動の円滑な対応のため、受入体制の確保を整えるとともに、 

活動に係る安全対策等を講じるものとする。 

 (1) 離着陸場の確保 

   安全対策等の措置が常時なされている場所、または災害発生時において迅速に措置

できる離着陸場を確保する。離着陸可能指定場所については、資料編「ヘリコプター

離発着可能場所」のとおりとする。 

 (2) 安全対策 

   ヘリコプターの離着陸に支障が生じないための必要な措置、地上の視点体制も講じ

るものとする。また、離着陸場指定地については、ほとんどが避難場所となっている

ため、離着陸に際しては、地上支援要員を配し、避難住民の安全を確保するものとす

る。 
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北海道消防防災ヘリコプターの臨時離着陸場選定条件 

 選 定 条 件  

 ■ 離着陸場の広さ 

     密集地においては  21ｍ×17ｍが確保できること。 

     非密集地においては 18ｍ×14ｍが確保できること。 

 

 

 
※ 非密集地とは、周囲に民家や他の構築物等がなく、広く開放されている場所 

 （これ以外の場所は全て密集地として扱う。） 

 

 

 

■ 周囲の障害物の状況 

   離着陸帯を中心として、その周囲500ｍ先まで1／8の勾配（約7．1゜）の傾斜面上に出る 

 障害物がないこと。（次図参照） 

   この条件を満足できない場合は、少なくとも相対する２方向（なるべく恒風方向）におい

  て、この条件をクリアすること。 

 

 ■ 離着陸帯等の条件 

  ・ 離着陸帯については、平坦な場所であり、かつヘリコプターの重量に耐える強度が確保

   できること。 

  ・  地盤の緩い草地等については、転圧をするかロードマットまたは鉄板等が敷けること。 

  ・  離着陸帯及びその周辺は、ヘリコプターのローター吹き出し嵐（ダウンウォッシュ）に 

   よって飛散するような物がないよう、整理されていること。 

 

 ■ その他参考事項 

  ・ グラウンド等の場合は、地表面が乾燥している時は砂塵の巻き上げ防止のため、十分な

   散水を行う必要があること。 

  ・ 離着陸帯中央に直径約10mの正円と中にHを石灰、ペンキ等でマーキングすることが可能 

  なこと。（次図参照） 

  ・救急車等の車両の出入りの便のよい場所であること。 

  ・通信連絡手段を確保できること。 
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障害物制限高（概略図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

離着陸帯マーキング 

 

 

 

 

50m 

100m 

200m 

500m 

21m(18m) 

6.2m 

12.5m 
25m 

約 7.1° 

62.5m 

全方向ではなく、恒風方向に対して、下図の 

網掛け面上に障害物がなければ可 

21m(18m) 

17m(14m) 500m 

62.5m 

恒風方向 

【最低条件】 

Ｈ 
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   第 31 節 自衛隊災害派遣要請及び派遣活動計画           

 

 災害時における自衛隊派遣要請は次に定めるところによる。 

 

１ 災害派遣要請基準 

  自衛隊の派遣要請は、人命及び財産の保護のため、おおむね次の基準により行う。 

 (1) 人命救助のための応援を必要とするとき 

 (2) 水害、高潮、津波等の災害または災害の発生が予想され、緊急の措置に応援を必要

とするとき。 

 (3) 大規模な災害が発生し、応急措置のため応援を必要とするとき。 

 (4) 救援物資の輸送のため応援を必要とするとき。 

 (5) 主要道路の応急復旧に応援を必要とするとき。 

 (6) 応急措置のための医療、防疫、給水及び通信支援等の応援を必要とするとき。 

 

２ 災害派遣要請手続 

  派遣要請を要求する場合は、次の事項を明らかにした文書をもって知事（渡島総合振

興局長）へ要求する。 

  ただし、緊急を要するときは、口頭または電話により要求し、事後速やかに文書を提

出する。 

  また、緊急を要する場合、または通信手段が途絶し、知事（渡島総合振興局長）に要

求ができない場合は、直接部隊長に通知するものとする。 

  ただし、事後速やかにその旨を知事（渡島総合振興局長）に連絡するとともに、文書

により要請要求の手続きをするものとする。 

 

・ 災害の状況及び派遣を申請する事由 

・ 派遣を希望する期間 

・ 派遣を希望する区域及び活動内容 

・ 派遣部隊が展開できる場所 

・ 派遣部隊との連絡方法、その他参考となる事項 

 

３ 災害派遣部隊の受入体制 

  町長は、知事または自衛隊から災害派遣の通知を受けたときは、宿泊所、車両、機材

等の保管場所の準備、派遣部隊及び渡島総合振興局との連絡責任者の指名、作業計画等

について協議調整のうえ、必要な措置をとる。 
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４ 経費 

 (1) 次の費用は、派遣部隊の受入側(施設等の管理者、市町村等)において負担するもの

とする。 

  ア 資材費及び機器借上料 

  イ 電話料及びその施設費 

  ウ 電気料 

  エ 水道料 

  オ くみ取料 

 (2) その他必要経費については、自衛隊及び関係機関において協議の上定めるものとす

る。 

 (3) 派遣部隊は、関係機関または民間から宿泊・給食の施設、設備等の提供を受けた場

合には、これを利用することができる。 

                                         

５ 派遣部隊の撤収要請 

  町長は、災害派遣要請の目的を達成したとき、またはその必要がなくなったときは、

速やかに文書をもって知事（渡島総合振興局長）に、その旨を報告する。なお、日時を

要するときは、口頭または電話等で報告し、その後文書を提出する。 

 

自衛隊災害派遣要請先 

隊 名 指定部隊等の長 担当部課 所在地 電 話 

 

陸上自衛隊 

 

第11旅団 

函館駐屯地司令 

（第28普通科連隊長） 

 

連隊第３科 

 

 

函館市広野町6-18 

 

0138-51-9171 

内線235(当直302) 

FAX 0138-51-9171 

 

 

海上自衛隊 

 

 

大湊地方総監
 

 

防衛部３室
 

 

むつ市大湊町4-1
 

 

0175-24-1111 

内線2224 

 

函館基地隊司令 

 

 

警備科 

 

 

函館市大町10-3 

 

0138-23-4241 

FAX 0138-27-9806 

内線224 

 

航空自衛隊
 

 

 

北部航空方面隊司令官
 

 

防衛部
 

 

青森県三沢市後久

保125-7 

0176-53-4121 

内線2353 

第２航空団司令
 

 

防衛部
 

 

千歳市平和
 

 

0123-23-3101 

内線2231 
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   第 32 節 広域応援計画                      

 

 町長は、大規模災害が発生した場合において、災害応急対策を円滑に実施するための広

域応援対策は、本計画の定めるところによる。 

 

１ 実施内容 

 (1) 福島町 

  ア 町長は、大規模災害が発生し、単独では十分に被災者の救援等の災害応急対策を

実施できない場合は、「災害時における北海道及び市町村相互の応援に関する協定」

に基づき、道及び他の市町村に応援を要請する。 

  イ  町長は、他の市町村との応援が円滑に行われるよう、日ごろから災害対策上必要

な資料の交換を行うほか、他の市町村との応援の受入体制を確立しておく。 

ウ 知事に対する応援要請等 

 (ｱ) 町長は、災害応急対策を実施するため、必要があると認めるときは、知事に対

し応援を求め、または応急対策の実施を要請するものとする。 

   (ｲ) 町長は、知事が内閣総理大臣より他の都府県の災害発生市町村長の応援を求め

られたことに伴い、知事から当該災害発生市町村長の応援について求められた場

合、必要と認める事項について応援協力に努めるものとする。 

 (2) 福島消防署 

  ア 大規模災害が発生し、単独では十分に被災者の救援等の災害応急対策を実施でき

ない場合は、「北海道広域消防相互応援協定」に基づき、他の消防機関に応援を要

請する。 

また、必要に応じ、町長を通じて知事に対し、広域航空消防応援（ヘリコプター）   

等、他の都府県の緊急消防援助隊による応援等を要請するよう依頼する。 

  イ 他の消防機関との応援が円滑に行われるよう、日ごろから災害対策上必要な資料

の交換を行うほか、他の消防機関との応援の受入体制を確立しておく。 

  ウ 緊急消防援助隊を充実強化するとともに、実践的な訓練等を通じて、人命救助活

動等の支援体制の整備に努める。 
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   第 33 節 職員応援派遣計画                    

 

 災害応急対策または災害復旧対策のため必要があるときは、基本法第 29 条の規定によ

り、町長は、指定行政機関及び指定地方行政機関の長に対し職員の派遣を要請し、または

第 30 条の規定により職員の派遣のあっせんを求めるものとする。 

 

１ 要請権者 

  町長または委員会若しくは委員 

  なお、町の委員会または委員が職員の派遣を要請しようとするときは、町長にあらか

じめ協議しなければならない。 

 

２ 要請手続等 

 (1) 職員の派遣を要請しようとするときは、次の事項を明らかにした文書をもって行う

ものとする。 

  ア 派遣を要請する理由 

  イ 派遣を要請する職員の職種別人数 

  ウ 派遣を必要とする期間 

  エ 派遣される職員の給与、その他の勤務条件 

  オ 前各号に掲げるもののほか、職員の派遣について必要な事項 

 (2) 職員の派遣のあっせんを求めようとするときは、次の事項を明らかにした文書をも

って行うものとする。なお、国の職員の派遣あっせんのみでなく、地方自治法第 252

条の 17 に規定する地方公共団体相互間の派遣についても含むものである。 

  ア 派遣のあっせんを求める理由 

  イ 派遣のあっせんを求める職員の職種別人員数 

  ウ 派遣を必要とする期間 

  エ 派遣される職員の給与その他の勤務条件 

  オ 前各号に掲げるもののほか、職員の派遣のあっせんについて必要な事項 

 

３ 派遣職員の身分取扱 

 (1) 派遣職員の身分取扱は、原則として職員派遣側及び受入側双方の身分を有するもの

とし、双方の法令・条例及び規則（以下「関係規定」という。）の適用を受ける。た

だし、関係規定に矛盾が生じた場合は、双方協議のうえ決定する。また、受入側はそ

の派遣職員を定数外職員とする。 

 (2) 派遣職員の給与等の双方の負担区分は、指定行政機関及び指定地方行政機関の職員

については地方自治法第 32 条第２項及び同法施行令第 18 条の規定による。また地方
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公共団体の職員については地方自治法第 252 条の 17 の規定によるものとする。 

 (3) 派遣職員の分限及び懲戒は、派遣側が行うものとする。ただし、地方自治法第 252

条の 17 に規定する地方公共団体相互間の派遣については、双方協議のうえ決定するも

のとする。 

 (4) 派遣職員の服務は、派遣受入側の規定を適用するものとする。 

 (5) 受入側は、災害派遣職員に対し災害派遣手当を支給することができる。 
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   第 34 節 ボランティアとの連携計画                

 

 災害時における奉仕団体及び各種ボランティア団体等との連携は、本計画の定めるとこ

ろによる。 

 

１ ボランティア団体等の協力 

  防災ボランティアの活動は、奉仕団体及び各種ボランティア団体等からの協力の申入

れ等により、災害応急対策の実施について労務の協力を受ける。 

 

２ ボランティアの受入れ 

  町及び関係団体は、防災ボランティア活動指針に基づいて相互に協力し、ボランティ

アに対する被災地のニーズを把握に努めるとともに、ボランティアの受入れ、調整等そ

の受入体制を確保するよう努める。 

  町及び関係団体は、ボランティアの受入れにあたって、高齢者介護や、外国人との会

話力等ボランティアの技術等が効果的に活かされるよう配慮するとともに、必要に応じ

てボランティア活動の拠点を提供するなど、ボランティア活動の円滑な実施が図られる

よう支援に努める。 

 

３ ボランティア団体等の活動          

  ボランティア団体等に依頼する活動の内容は、主として次のとおりとする。 

 (1) 災害、安否、生活情報の収集、伝達 

 (2) 炊き出し、その他の災害救助活動 

 (3) 高齢者、障害者等の介護、看護補助 

 (4) 清掃及び防疫 

 (5) 災害応急対策物資、資材の輸送及び配分 

 (6) 被災建築物の応急危険度判定 

 (7) 応急復旧現場における危険を伴わない軽易な作業 

 (8) 災害応急対策事務の補助 

 

４ ボランティア活動の環境整備 

  町は、道、日本赤十字社北海道支部、社会福祉協議会及びボランティア団体等との連

携を図り、災害時においてボランティア活動が円滑に行われるよう、ボランティア連絡

部、防災ボランティア現地対策本部を必要に応じて設置し、その活動を支援するととも

に、平常時の登録、研修制度、災害時におけるボランティア活動の調整を行う体制、ボ

ランティア活動の拠点の確保等に努める。 
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   第 35 節 災害義援金募集（配分）計画               

 

 災害による被災者を援護するための災害義援金の受付け及び配分は、災害義援金募集（配

分）事業要綱骨子の定めるところに準ずることとする。 
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   第 36 節 災害応急金融計画                    

 

 災害の応急復旧を図り、罹災者の速やかな立直りを期するための応急金融の大要は、資

料編に示すとおりとする。 
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   第 37 節 災害救助法の適用と実施                 

 

 町の被害が一定の基準以上、かつ応急的な復旧を必要とする場合、救助法の適用により

応急的、一時的な救助を行い、被災した者の基本的生活権の保護と全体的な社会秩序の保

全を図る。 

 

１ 救助法の実施機関 

  救助法による救助活動は、一定規模以上の災害に際して町に対し適用し、応急救助活

動を実施する。 

  知事は救助を迅速に行うために、次に掲げる救助の実施に関する権限の一部を町長に

委任している。ただし、(2)、(10)、(16)については、事前に渡島総合振興局長の承認を

得なければならない。 

 (1) 避難所の設置 

 (2) 応急仮設住宅の設置 

 (3) 炊き出しの実施 

 (4) 食品の給与 

 (5) 飲料水の供給 

 (6) 被服、寝具その他生活必需品の給与または貸与 

 (7) 医療 

 (8) 助産 

 (9) 被災者の救出 

 (10) 被災住宅の応急修理 

 (11) 学用品の給与 

 (12) 埋葬 

 (13) 死体の捜索 

 (14) 死体の処理 

 (15) 障害物の除去 

 (16) 輸送及び賃金の職員等の雇い上げ 

 

２ 被害状況の把握 

 (1) 町長は次のいずれかに該当する災害が発生したときは、被害情報を迅速かつ正確に

収集把握し、直ちに渡島総合振興局長を通じて知事に報告する。 

  ア 救助法による救助が必要と思われる災害 

  イ 他の市町村に救助法が適用されている場合で、同一の原因による災害 

  ウ 住家に及ぼす被害が、５世帯以上滅失した場合 
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  エ ア～ウ以外の災害で、緊急の救助を要すると思われる被害が発生した災害 

 (2) 町長は、迅速な情報収集把握のための体制を整備する。 

 (3) 町長は、被害の認定を次のとおり行う。  

 

被害等の認定基準 

 

 

遺体 遺体 
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３ 救助法適用の基準 

 (1) 次の基準に基づき、救助法の適用に該当するか判定を行い、該当または該当する見

込みがあると認めた場合は次の手続きを行う。 

  ア 法適用は市町村単位とすること。 

  イ 原則として同一の原因による災害によるものであること。 

  ウ 被害が次のいずれかに該当するものであること。 

  (ｱ) 町における住家の被害が、次の表に掲げる人口に応じた滅失世帯数（全壊、全焼、   

流失等により住家の滅失した世帯数をいい、半壊、半焼にあっては、全壊、滅失等

の１／２世帯、床下浸水にあっては１／３世帯として換算する。以下同じ。）に達

したとき。 

 

適  用  基  準 

 住居滅失世帯数 被害が全道にわた

り、12,000 世帯 

以上の住家が滅失 

した場合等 

市町村単独の場合 被害が相当広範囲な場合 

（全道 2,500 世帯以上） 

（千人） 

   5 未満 
30 15 町の被害状況が特に

救助を必要とする状

態にあると認められ

たとき 

   5 以上 

  15 未満 
40 20 

 

  (ｲ) 被害が広範囲にわたり、道内の滅失世帯数が 2,500 世帯以上あって、本町の滅失

世帯数が全表の滅失世帯数の１／２（40 世帯）に達したとき。 

  (ｳ) 被害が広範囲な地域にわたり、道内の滅失世帯数が 12,000 世帯以上あって、町内

の被害状況が特に援助を要する状態であるとき。 

  (ｴ) 町の被害が次のいずれかに該当し、知事が特に救助の必要を認めたとき。 

 

・ 災害が隔絶した地域に発生したものである等災害にかかった者の救護を著しく 

 困難とする特別の事情がある場合で、かつ、多数の世帯の住家が滅失したとき。 

・ 多数の者が生命または身体に危害を受け、または受けるおそれが生じたとき。 

・ 時間的に同時に、または相接近して２以上の災害が発生し、それぞれの滅失世

 帯数が(ｱ)に規定する滅失世帯数に達しないが合算すればこれに達するとき。 

・ 当該災害前に上記に該当する被害を受け、その救助がまだ完了しないとき。 

・ その被害状況が上記に準ずる場合で救助の必要があるとき。 

 

被
害
区
分 

人
口 

市
町
村
の 
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４ 適用の手続き 

  災害に際し、町における被害が前記２(1)の基準のいずれかに該当し、または該当する 

見込みがあるときは、町長は直ちにその旨を渡島総合振興局長を通じ知事に報告するも   

のとする。 

  災害の事態が急迫して、知事による救助の実施を待つことができないときは、町長は

救助法の規定による救助に着手し、その状況を直ちに渡島総合振興局長を通じ知事に報

告し、その後の処置に関して知事の指示を受けるものとする。 

 

５ 救助の実施 

 (1) 救助の役割分担 

   町長は、知事から委任された職権に基づき救助を行う。 

   委任された職権を行使したときは、速やかにその内容を知事に報告しなければなら

ない。 

 (2) 救助の実施基準 

   救助の実施は、資料編に示す別表の基準により行う。 
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   第 38 節 罹災証明の発行                     

 

罹災証明は、災害救助法、被災者生活再建支援法等による各種施策やその他の被災者支

援策を実施するにあたって必要とされる家屋の被害の程度について、災害対策に関する事

務の一環として行うもので、罹災証明の発行は、次に定めるところによる。 

 

１ 実施責任者 

  罹災証明は、町長（総務対策班）が行うものとする。 

 

２ 罹災証明の対象 

  罹災証明は、災害対策基本法第２条第１号に規定する災害により被害を受けた家屋に

ついて、証明を行うものとする。 

 

３ 罹災証明書の発行 

  災害により被害を受けた家屋の使用者、所有者等からの申請によるものとする。 

 

４ 被害家屋の判定基準 

  被害家屋の判定は、「災害の被害認定基準について（平成 13 年６月 28 日府政防第 518

号）」に基づき行う。判定にあたっては、原則として「災害に係る住家の被害認定基準運

用指針（内閣府）」にしたがって被害家屋調査を行うものとする。 

 

５ 罹災台帳の作成 

  被害状況を調査のうえ、罹災台帳を整備し、罹災者に関する必要な事項を登録するも

のとする。 

 

６ 広報 

  罹災証明の受付・発行窓口の開設、被害家屋調査の実施を行う場合、速やかにその内

容を広報するものとする。 

 


